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CON T E N T S

　横浜創英中学・高等学校は1940年の創立以来、横浜の地に根ざした学校として、意欲あふれる人材を輩出してきました。
　建学の精神は「『考えて行動のできる人』の育成」。2020年8月に完成した新校舎においても、学びの環境をさらに創造的なもの
にし、「自分で考え、判断し、決定し、行動できる力」を育成していきます。

写真提供　学校法人　堀井学園　横浜創英中学・高等学校（神奈川県横浜市）
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令和 3年 3月 1日　第 2 7 9 号

助
成
業
務

　

令
和
３
年
度
政
府
予
算
案
は
、
２
年
12
月

21
日
に
閣
議
決
定
さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
の
う
ち
、
私
学
助
成
関
係
予
算
（
案
）、

幼
児
教
育
関
係
予
算
（
案
）（
私
立
幼
稚
園

に
関
す
る
主
な
予
算
）、
専
修
学
校
関
係
予

算
（
案
）
に
つ
い
て
の
概
要
を
説
明
し
ま
す
。

　

令
和
３
年
度
私
学
助
成
関
係
予
算
（
案
）

に
つ
い
て
は
、
下
図
の
と
お
り
で
す
。

　

私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
は
、
私
立
の
大

学
、
短
期
大
学
、
高
等
専
門
学
校
の
教
育
又

は
研
究
に
か
か
る
経
常
的
経
費
に
つ
い
て
補

助
す
る
も
の
で
す
。

　

３
年
度
予
算
案
に
お
い
て
、
一
般
補
助
に

つ
い
て
は
、
私
立
大
学
等
の
運
営
に
不
可
欠

な
教
育
研
究
に
係
る
経
常
的
経
費
に
つ
い
て

支
援
す
る
と
と
も
に
、
ア
ウ
ト
カ
ム
指
標
を

含
む
教
育
の
質
に
係
る
客
観
的
指
標
を
強
化

し
、
メ
リ
ハ
リ
あ
る
資
金
配
分
に
よ
り
、
教

育
の
質
の
向
上
を
促
進
す
る
こ
と
と
し
て
、

２
７
５
６
億
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

特
別
補
助
で
は
、
人
口
減
少
・
少
子
高
齢

化
の
進
行
や
社
会
経
済
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
を

背
景
に
、「
Ｓ
ｏ
ｃ
ｉ
ｅ
ｔ
ｙ
５
・
０
」
の

実
現
や
地
方
創
世
の
推
進
等
、
我
が
国
が
取

り
組
む
課
題
を
踏
ま
え
、
自
ら
の
特
色
を
活

か
し
て
改
革
に
取
り
組
む
私
立
大
学
等
を
重

点
的
に
支
援
す
る
た
め
、
２
１
９
億
円
を
計

上
し
て
い
ま
す
。

　

主
な
事
項
と
し
て
、「
私
立
大
学
等
改
革

総
合
支
援
事
業
」
に
つ
い
て
は
、「
Ｓ
ｏ
ｃ

ｉ
ｅ
ｔ
ｙ
５
・
０
」
の
実
現
に
向
け
た
特
色

あ
る
教
育
研
究
の
推
進
や
、
地
域
社
会
へ
の

貢
献
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
推
進
す
る
研
究

の
社
会
実
装
の
推
進
な
ど
、
特
色
・
強
み
や

役
割
の
明
確
化
・
伸
長
に
向
け
た
改
革
に
全

学
的
・
組
織
的
に
取
り
組
む
大
学
等
を
重
点

的
に
支
援
す
る
こ
と
と
し
て
、
１
１
０
億
円

を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
新
規
事
項
と
し
て
、
私
立
大
学
等

に
お
け
る
数
理
・
デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス
・
Ａ

Ｉ
教
育
の
充
実
に
つ
い
て
は
、
Ａ
Ｉ
戦
略
等

の
実
現
に
向
け
て
、
文
理
を
問
わ
ず
全
て
の

学
生
が
一
定
の
数
理
・
デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン

ス
・
Ａ
Ｉ
を
修
得
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
る

よ
う
、
モ
デ
ル
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
踏
ま
え
た

教
材
等
の
開
発
や
全
国
へ
の
普
及
展
開
に
資

す
る
私
立
大
学
等
へ
の
支
援
に
７
億
円
、
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
等
の
拡
大
に
対

応
し
た
教
育
研
究
等
に
係
る
取
組
み
支
援
に

つ
い
て
は
、
コ
ロ
ナ
禍
を
踏
ま
え
た
「
新
た

な
日
常
」
に
向
け
た
教
育
研
究
・
大
学
経
営

や
学
生
の
学
び
方
に
挑
戦
す
る
取
組
み
へ
の

支
援
に
11
億
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の

私
学
助
成
関
係
予
算
（
案
）

令
和
３
年
度　
文
部
科
学
省

　
　
　
私
学
関
係
予
算（
案
）の
概
要
等

私学助成関係予算の概要 令和3年度予算額(案) 4,094億円
(前年度予算額 4,094億円)～私立学校の特色強化・改革の加速化に対する支援～

私立大学等経常費補助 2,975億円（▲2億円） 私立高等学校等経常費助成費等補助 1,019億円（+2億円）

（１）一般補助 860億円（+6億円）

都道府県による私立高等学校等の基盤的経費への助成を支援

○幼児児童生徒１人当たり単価の増額

（３）特定教育方法支援事業 29億円 （▲1億円）

特別支援学校等の教育の推進に必要な経費を支援

○特別支援学校の幼児児童生徒１人当たり単価の増額

（２）特別補助 130億円 （▲3億円）

各私立高等学校等の特色ある取組を支援するため、都道府県による助成を支援

○新型コロナウイルス感染症への対応として学習指導員等の追加的人材を配置する
学校への支援等の充実

○特別な支援が必要な幼児の受入れへの支援の充実や預かり保育を実施する
幼稚園に対する支援等を引き続き実施

○新型コロナウイルス感染症の影響による家計急変世帯への授業料減免支援

※子ども・子育て支援新制度移行分を含む

令和2年度第1次補正予算額 3億円 令和2年度第2次補正予算額 94億円 令和2年度第2次補正予算額 17億円
（１）一般補助 2,756億円（+13億円）

大学等の運営に不可欠な教育研究に係る経常的経費について支援
○アウトカム指標を含む教育の質に係る客観的指標を強化し、メリハリある配分を
さらに進め教育の質の向上を促進

（２）特別補助 219億円（▲15億円）

自らの特色を活かして改革に取り組む大学等を重点的に支援

○私立大学等改革総合支援事業 110億円（▲4億円）（一般補助及び特別補助の内数）

特色ある教育研究の推進や、地域社会への貢献、研究の社会実装の推進など、特色や役
割の明確化・伸長に向けた改革に全学的・組織的に取り組む大学等を重点的に支援

○私立大学等における数理・データサイエンス・ＡＩ教育の充実 ７億円（新規）（特別補助の内数）

AI戦略等を踏まえ、全ての学生が一定の数理・データサイエンス・AIを習得することが可能
となるよう、教材等の開発や全国への普及展開に資する大学等を支援

○新型コロナウイルス感染症等の拡大に対応した教育研究等に係る取組支援
11億円（新規）（特別補助の内数）

コロナ禍を踏まえた「新たな日常」に向けた教育研究・大学運営に取り組む大学等を支援

※新型コロナウイルス感染症の影響により家計急変した困窮学生に対する授業料減免支援に
ついては、令和3年度も引き続き実施

私立学校施設・設備の整備の推進 100億円（前年同額）

＜幼稚園・高校等の耐震化率＞ ＜大学等の耐震化率＞

出典：私立学校耐震改修状況調査（R3年以降は各法人の耐震化計画及び整備実績を踏まえた推計値）
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（１）耐震化等の促進 48億円（ +1億円）［34億円］

○学校施設の耐震化完了に向けた校舎等の耐震改築(建替え)事業及び耐震補強事業、そのほか防災

機能強化を更に促進するための非構造部材の落下防止対策等の整備を重点的に支援

○令和２年度までとなっている耐震改築への補助制度を延長

（２）教育・研究環境の整備 52億円（▲1億円） ［ 72億円］

○安全・安心な生活空間の確保等に必要な基盤的施設等の施設整備への支援

○私立大学等の個性・特色を生かした教育研究の基盤となる設備・装置や、対面授業（分散授業）

や遠隔授業実施の基盤となる構内LANの整備を支援

○全ての子供たちの学びを保障するため、私立高等学校等におけるICT環境の整備を支援

注： 他に、日本私立学校振興・共済事業団による融資事業（貸付見込額） 600億円〔うち財政融資資金 291億円〕

※単位未満四捨五入のため、計が一致しない場合がある。

［ ］は令和２年度補正予算
※令和2年度補正予算額として、別途「ＧＩＧＡスクール構想の実現」関係予算144億円、「遠隔授業の加速化」関係予算76億円を措置

令和2年度第1次補正予算額 3億円 令和2年度第3次補正予算額 103億円

令和2年度第３次補正予算額 103億円
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令 和 3 年 3 月 1 日　第 2 7 9 号

助
成
業
務

影
響
に
よ
り
家
計
急
変
し
た
困
窮
学
生
に
対

す
る
授
業
料
減
免
支
援
に
つ
い
て
は
３
年
度

も
引
き
続
き
実
施
し
ま
す
。

　

こ
れ
ら
を
含
め
た
私
立
大
学
等
経
常
費
補

助
の
総
額
は
、
一
般
会
計
に
お
い
て
２
９
７
５

億
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。
な
お
、
高
等
教

育
修
学
支
援
新
制
度
の
対
象
者
の
授
業
料
等

減
免
分
と
し
て
、
別
途
１
８
９
２
億
円
の
措

置
が
あ
り
ま
す
。

　

こ
の
ほ
か
、復
興
特
別
会
計
に
お
い
て
は
、

東
日
本
大
震
災
に
よ
り
被
災
し
た
福
島
県
内

の
大
学
等
の
安
定
的
な
教
育
研
究
環
境
の
整

備
や
被
災
学
生
の
授
業
料
減
免
等
を
支
援
す

る
こ
と
と
し
て
、４
億
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助
成
費
補
助

は
、
私
立
の
高
等
学
校
、
中
学
校
、
小
学
校

及
び
幼
稚
園
等
に
経
常
費
助
成
を
行
う
都
道

府
県
に
対
し
て
、
国
が
そ
の
一
部
を
補
助
す

る
も
の
で
す
。

　

３
年
度
予
算
案
に
お
い
て
は
、
一
般
補
助

の
幼
児
児
童
生
徒
数
の
増
減
を
反
映
す
る
と

と
も
に
、
１
人
当
た
り
単
価
を
増
額
し
て
い

ま
す
。

　

特
別
補
助
で
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
へ
の
対
応
と
し
て
、
学
習
指
導
員
等

の
追
加
的
人
材
を
配
置
す
る
学
校
へ
の
支
援

等
の
た
め
（
教
育
の
質
の
向
上
を
図
る
学
校

支
援
経
費
）
18
億
円
、
家
計
急
変
な
ど
の
経

済
的
理
由
か
ら
授
業
料
の
納
付
が
困
難
と

な
っ
た
児
童
生
徒
に
対
す
る
授
業
料
減
免
支

援
の
た
め
３
億
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
特
別
な
支
援
が
必
要
な
幼
児
の
受

け
入
れ
（
幼
稚
園
等
特
別
支
援
教
育
経
費
）

へ
の
支
援
の
充
実
や
預
か
り
保
育
を
実
施
す

る
園
に
対
す
る
支
援
を
引
き
続
き
実
施
し
ま

す
。
こ
の
ほ
か
、過
疎
高
等
学
校
特
別
経
費
、

特
別
支
援
学
校
等
に
対
し
て
国
が
そ
の
教
育

の
推
進
に
必
要
な
経
費
の
一
部
を
補
助
す
る

特
定
教
育
方
法
支
援
事
業
に
つ
い
て
、
必
要

な
経
費
を
引
き
続
き
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
ら
を
含
め
た
私
立
高
等
学
校
等
経
常

費
助
成
費
等
補
助
の
総
額
は
、
対
前
年
度
２

億
円
増
の
１
０
１
９
億
円
と
な
っ
て
い
ま

す
。

　

私
立
学
校
施
設
・
設
備

整
備
費
補
助
は
、
建
学
の

精
神
や
特
色
を
活
か
し
た

質
の
高
い
教
育
研
究
活
動

の
基
盤
と
な
る
施
設
・
設

備
の
整
備
を
支
援
す
る
も

の
で
す
。

　

３
年
度
予
算
案
に
お
い

て
は
、
総
額
で
１
０
０
億

円
を
計
上
し
て
お
り
、
各

学
校
の
個
性
・
特
色
を
活

か
し
た
教
育
研
究
の
基
盤

と
な
る
装
置
・
設
備
や
、

対
面
授
業
（
分
散
授
業
）・

遠
隔
授
業
実
施
の
基
盤
と

な
る
構
内
Ｌ
Ａ
Ｎ
の
整
備

へ
の
支
援
の
ほ
か
、
私
立

学
校
施
設
の
早
期
の
耐
震

化
完
了
に
向
け
て
、
耐
震

改
築
及
び
耐
震
補
強
等
の

防
災
機
能
強
化
に
対
し
て

重
点
的
に
支
援
す
る
こ
と

と
し
て
い
ま
す
。
あ
わ
せ
て
、
２
年
度
と
な

っ
て
い
る
耐
震
改
築
へ
の
補
助
制
度
の
２
年

延
長
を
盛
り
込
ん
で
い
ま
す
。

　

ま
た
、
私
学
事
業
団
の
貸
付
事
業
を
活
用

し
た
病
院
建
替
及
び
耐
震
改
築
等
事
業
へ
の

利
子
助
成
（
私
立
学
校
施
設
高
度
化
推
進
事

業
費
補
助
）
に
つ
い
て
、
耐
震
化
促
進
等
の

た
め
、
８
億
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

更
に
、
私
立
高
等
学
校
等
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ

Ｔ
環
境
の
整
備
に
対
す
る
支
援
と
し
て
、
13

私立学校施設・設備の整備の推進の概要 令和3年度予算額（案） 100億円
(前年度予算額 100億円)

１．耐震化等の促進 48億円（47億円）［34億円］

○学校施設の耐震化完了に向けた校舎等の耐震改築（建替え）事業及び耐震補強事業、そのほか防災機
能強化を更に促進するための非構造部材の落下防止対策等の整備を重点的に支援。

○令和2年度までとなっている耐震改築への補助制度を2年延長。

私立学校施設整備費補助金（他局計上分含む） 67億円（ 67億円）［101億円］
私立大学等研究設備整備費等補助金 24億円（ 25億円）［ 5億円］

）円億ー（円億1金助補費備整器機報情校学立私
私立学校施設高度化推進事業補助金 8億円（ 8億円）

＜他に、財政融資資金 291億円（291億円）＞
（ ）は前年度予算額、[ ]は令和2年度補正予算
※前年度予算額は、「臨時・特別の措置」（防災・減災、国土強靱化関係） 43億円を除く。
また、補正予算は「ＧＩＧＡスクール構想の実現」関係予算144億円、「遠隔授業の加速
化」関係予算76億円を除く。

耐震改築（建替え）事業 25億円
耐震補強事業 19億円
その他耐震対策事業 5億円

２．教育・研究環境の整備 52億円（53億円）[72億円]

○安全・安心な生活空間の確保等に必要な基盤的施設等の施設整備への支援
○私立大学等の個性・特色を生かした教育研究の基盤となる設備・装置や、対面授業（分散授業）や遠隔授業実施の基盤となる構内LANの整
備を支援

○全ての子供たちの学びの保障のため、私立高等学校等におけるICT環境の整備を支援

【コンピューター室】
高等学校等の
ICT環境整備

※単位未満四捨五入のため、計が一致しない場合がある。

【生体分子間相互作用
解析システム】

研究:生体機構や疾患時の
薬物作用機序を分子レベル
で解明。解析結果は新薬の
開発等に大きく寄与。

耐震化未完了の建物が大規模
地震で甚大な被害を受けた例

【光電子分光装置】

研究:元素の同時分析
や化学状態の把握が可
能となり、新たな先端材
料の研究開発を実現。

億
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

私
学
事
業
団
の
２
年
度
貸
付
事
業
に
つ
い

て
は
、
事
業
規
模
と
し
て
６
０
０
億
円 

（
う

ち
私
立
学
校
の
耐
震
化
分
は
１
４
４
億
円
）

を
計
画
し
て
お
り
、
そ
の
財
源
の
一
部
と
し

て
財
政
融
資
資
金
２
９
１
億
円
を
計
上
し
て

い
ま
す
。
私
学
事
業
団
の
共
済
業
務
に
係
る

事
業
費
補
助
金
及
び
事
務
費
等
補
助
金
と
し

て
は
、
事
業
費
補
助
金
の
影
響
に
よ
り
、
対

前
年
度
19
億
円
増
の
１
３
６
４
億
円
を
計
上

し
て
い
ま
す
。

　

令
和
３
年
１
月
28
日
、
２
年
度
第
３
次
補

正
予
算
案
が
成
立
し
ま
し
た
。

　

文
部
科
学
省
に
お
い
て
は
、
防
災
・
減
災
、

国
土
強
靱
化
の
推
進
な
ど
安
全
・
安
心
の
確

保
や
、
令
和
２
年
梅
雨
前
線
豪
雨
等
に
よ
る

被
害
か
ら
の
復
旧
な
ど
、
早
急
に
実
施
す
べ

き
事
業
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

私
立
学
校
関
係
に
つ
い
て
は
、
耐
震
化
事

業
を
含
む
防
災
機
能
強
化
事
業
や
、
学
校
施

設
の
衛
生
環
境
を
改
善
し
感
染
症
の
拡
大
を

防
止
す
る
た
め
の
空
調
・
換
気
設
備
の
整
備

事
業
な
ど
防
災
・
減
災
、
国
土
強
靱
化
関
係

予
算
と
し
て
80
億
円
、
Ｇ
Ｉ
Ｇ
Ａ
ス
ク
ー
ル

構
想
に
お
け
る
高
等
学
校
段
階
の
低
所
得
世

帯
等
が
使
用
す
る
端
末
整
備
等
へ
の
支
援

（
２
０
９
億
円
の
内
数
）、
令
和
２
年
梅
雨
前

線
豪
雨
等
へ
の
対
応
と
し
て
私
立
学
校
の
施

設
・
設
備
の
災
害
復
旧
支
援
等
に
５
億
円
を

計
上
し
て
い
ま
す
。

令
和
２
年
度
第
３
次
補
正
予
算
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幼
児
教
育
は
人
格
形
成
の
基
礎
を
培
う
も

の
で
あ
り
、
幼
稚
園
は
そ
の
後
の
義
務
教
育

の
基
礎
を
培
う
場
と
し
て
大
変
重
要
で
す
。

令
和
３
年
度
幼
児
教
育
関
係
予
算
（
案
）
に

お
い
て
、
幼
児
教
育
実
践
の
質
の
向
上
を
ソ

フ
ト
・
ハ
ー
ド
の
両
面
か
ら
総
合
的
に
推
進

し
ま
す
。

●
子
供
の
育
ち
を
守
る
幼
児
教
育
の
推
進

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
を
は

じ
め
と
し
た
新
規
課
題
に
的
確
に
対
応
し
つ

つ
、
質
の
高
い
幼
児
教
育
の
提
供
と
教
育
環

境
の
一
層
の
充
実
を
通
じ
て
幼
児
を
健
や
か

に
育
む
取
組
を
推
進
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

　

そ
の
た
め
、
保
健
・
福
祉
等
の
専
門
職
と

の
連
携
を
は
じ
め
、
多
様
な
課
題
に
対
応
す

る
自
治
体
の
幼
児
教
育
推
進
体
制
の
構
築
・

活
用
強
化
を
支
援
す
る
「
幼
児
教
育
推
進
体

制
の
充
実
・
活
用
強
化
事
業
」、
質
の
高
い

幼
児
教
育
・
保
育
の
実
践
の
根
幹
と
な
る
幼

稚
園
教
諭
の
人
材
確
保
・
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ

の
取
組
を
推
進
す
る
「
幼
稚
園
教
諭
の
人
材

確
保
・
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
支
援
事
業
」、
I

Ｃ
Ｔ
環
境
整
備
や
感
染
症
対
策
を
実
施
す
る

た
め
に
必
要
と
な
る
物
品
等
の
購
入
経
費
等

を
支
援
す
る
「
教
育
支
援
体
制
整
備
事
業
費

交
付
金
」、
感
染
症
へ
の
対
応
、
障
害
の
あ

る
幼
児
や
外
国
人
の
幼
児
へ
の
対
応
な
ど
の

課
題
に
対
応
し
た
指
導
方
法
等
の
充
実
を
図

る
「
幼
児
教
育
の
教
育
課
題
に
対
応
し
た
指

導
方
法
等
充
実
調
査
研
究
」
の
事
業
を
実
施

し
ま
す
。

　

ま
た
、
幼
稚
園
教
育
要
領
の
正
し
い
理
解

の
下
、
適
切
な
教
育
課
程
が
編
成
さ
れ
、
新

し
い
生
活
様
式
も
取
り
入
れ
た
実
践
に
つ
い

て
理
解
を
深
め
ら
れ
る
よ
う
、
研
究
協
議
会

の
開
催
や
指
導
資
料
の
作
成
を
行
う
と
と
も

に
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
に
お
い
て
計
画
さ
れ
て
い
る

調
査
に
参
加
し
、
質
の
高
い
幼
児
教
育
の
提

供
に
向
け
た
施
策
展
開
に
向
け
て
重
要
な
基

礎
情
報
を
収
集
し
ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
取
組
と
し
て
、３
年
度
予
算（
案
）

に
お
い
て
18
億
円
、
２
年
度
第
３
次
補
正
予

算
に
お
い
て
38
億
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

●
新
た
な
日
常
を
支
え
る
施
設
整
備

　

私
立
幼
稚
園
の
耐
震
化
や
預
か
り
保
育
へ

の
対
応
の
た
め
の
施
設
の
改
修
、
認
定
こ
ど

も
園
に
移
行
す
る
た
め
の
施
設
の
増
改
築
、

感
染
症
予
防
の
観
点
か
ら
の
衛
生
環
境
の
改

善
等
を
実
施
す
る
た
め
に
必
要
な
予
算
を
計

上
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
私
立
幼
稚
園
の
耐
震
化
に
つ
い
て

は
、
公
立
と
比
べ
て
遅
れ
て
い
る
状
況
で
あ

る
こ
と
を
踏
ま
え
、
積
極
的
な
対
応
を
お
願

い
し
ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
取
組
と
し
て
３
年
度
予
算（
案
）

に
お
い
て
30
億
円
、
２
年
度
第
３
次
補
正
予

算
に
お
い
て
１
６
５
億
円
を
計
上
し
て
い
ま

す
。

　

令
和
３
年
度
の
専
修
学
校
関
係
予
算（
案
）

で
は
、
①
専
修
学
校
教
育
の
振
興
に
資
す
る

取
組
、
②
専
修
学
校
の
教
育
体
制
及
び
施
設

整
備
等
に
関
す
る
取
組
、
③
専
修
学
校
へ
の 

幼
児
教
育
関
係
予
算
（
案
）

専
修
学
校
関
係
予
算
（
案
）

）円億5（円億5費備整設施園稚幼立私■
※令和2年度第3次補正予算額 15億円

園舎の耐震化、感染症予防の観点からの衛生環境の改善や預かり保育への対応のための施設改修等を支援

）円億52（円億52金付交備整設施園もどこ定認■
※令和2年度第3次補正予算額 150億円

認定こども園等の施設整備、園舎の耐震化、感染症予防の観点からの衛生環境の改善等を支援

１ 子供の育ちを守る幼児教育の推進 18億円（14億円）
■幼児教育推進体制の充実・活用強化事業 2.1億円（1.9億円）
保健・福祉等の専門職との連携をはじめ、多様な課題に対応する自治体の幼児教育推進体制の構築、活用強化を支援

■幼稚園教諭の人材確保・キャリアアップ支援事業 1.2億円（1億円）
質の高い幼児教育・保育の実践の根幹となる幼稚園教諭の人材確保・キャリアアップの取組を推進

）円億01（円億41金付交費業事備整制体援支育教■
※令和2年度第1次・第2次補正予算額 66億円、第3次補正予算額 38億円

幼稚園のICT環境整備や感染症対策を実施するために必要となる物品等の購入経費等を支援

■幼児教育の教育課題に対応した指導方法等充実調査研究 0.6億円（0.6億円）
感染症への対応、障害のある幼児や外国人の幼児への対応などの課題に対応した指導方法等の充実

新型コロナウイルス感染症対策をはじめとした新規課題に的確に対応しつつ、幼児を健やかに育むよ
う、幼児教育実践の質の向上をソフト・ハードの両面から総合的に推進する。

）円億03（円億03備整設施るえ支を常日なた新２

幼児教育の振興 令和3年度予算額(案) 48億円
(前年度予算額 44億円)

令和2年度第1次補正予算額 36億円、令和2年度第2次補正予算額 30億円
令和2年度第3次補正予算額 203億円
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修
学
支
援
に
資
す
る
取
組
の
三
つ
を
柱
と
し

て
、
多
様
な
振
興
策
に
要
す
る
経
費
を
計
上

し
て
い
ま
す
。

　

①
専
修
学
校
教
育
の
振
興
に
資
す
る
取
組

に
つ
い
て
は
、「
専
修
学
校
に
お
け
る
先
端

技
術
利
活
用
実
証
研
究
」
を
拡
充
し
、
特
に

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
の
長

期
化
や
新
た
な
危
機
に
備
え
、
対
面
授
業
が

実
施
で
き
な
い
環
境
に
お
い
て
も
、
専
修
学

校
教
育
に
お
け
る
実
践
的
な
遠
隔
教
育
を
実

施
す
る
た
め
の
モ
デ
ル
を
構
築
す
る
な
ど
専

修
学
校
教
育
に
お
け
る
職
業
人
材
の
養
成
機

能
を
強
化
・
充
実
し
て
い
き
ま
す
。

　

ま
た
、
新
た
に
「
専
修
学
校
留
学
生
の
学

び
の
支
援
推
進
事
業
」
を
計
上
し
、
留
学
生

が
渡
日
で
き
な
い
状
況
に
あ
っ
て
も
、
母
国

で
学
び
を
開
始
で
き
る
環
境
整
備
か
ら
来
日

後
の
残
り
の
学
修
や
就
職
支
援
ま
で
を
ト
ー

タ
ル
パ
ッ
ケ
ー
ジ
で
支
援
す
る
仕
組
み
の
構

築
を
図
っ
て
い
き
ま
す
。

　
「
専
修
学
校
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
総
合
推
進

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
に
お
い
て
は
、「
人
生 

１
０
０
年
時
代
」
に
ふ
さ
わ
し
い
多
様
な
リ

カ
レ
ン
ト
教
育
の
充
実
に
向
け
て
、
就
職
氷

河
期
世
代
の
非
正
規
雇
用
者
等
の
キ
ャ
リ
ア

ア
ッ
プ
を
目
的
と
し
た
、
産
官
学
連
携
に
よ

る
学
び
直
し
合
同
講
座
の
開
発
・
実
証
を
実

施
す
る
と
と
も
に
、
分
野
を
越
え
た
リ
カ
レ

ン
ト
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発
や
、
持
続
可

能
な
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
の
実
施
運
営
体
制
の

検
証
等
、
教
育
内
容
、
教
育
手
法
、
学
校
運

営
と
い
っ
た
多
面
的
な
視
点
で
専
修
学
校
の

リ
カ
レ
ン
ト
教
育
機
能
の
強
化
に
引
き
続
き

取
り
組
み
ま
す
。

　
「
専
修
学
校
に
よ
る
地
域
産
業
中
核
的
人

材
養
成
事
業
」
に
お
い
て
は
、
新
た
に
、
社

会
的
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
専
門
的
職
業
人
材
を

育
成
す
る
た
め
、
専
門
学
校
と
高
等
学
校
、

教
育
委
員
会
等
の
行
政
及
び
企
業
が
協
働
で

高
・
専
一
貫
の
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
開
発
す

る
モ
デ
ル
を
構
築
す
る
と
と
も
に
、
各
分
野

や
各
地
域
に
応
じ
た
中
長
期
的
な
人
材
育
成

に
向
け
た
協
議
体
制
の
構
築
等
を
進
め
、
来

た
る
べ
き
「
Ｓ
ｏ
ｃ
ｉ
ｅ
ｔ
ｙ
５
・
０
」
等

の
時
代
に
求
め
ら
れ
る
能
力
、
各
地
域
の
課

題
解
決
等
に
資
す
る
能
力
を
身
に
付
け
た
人

材
の
養
成
に
向
け
た
モ
デ
ル
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

等
の
開
発
や
、
高
等
専
修
学
校
の
学
び
の

セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
機
能
の
充
実
強
化
に
引

き
続
き
取
り
組
み
ま
す
。

　
「
職
業
実
践
専
門
課
程
等
を
通
じ
た

専
修
学
校
の
質
保
証
・
向
上
の
推
進
」

に
お
い
て
は
、
職
業
実
践
専
門
課
程
に

よ
る
取
組
の
更
な
る
質
向
上
に
向
け
た

先
進
モ
デ
ル
の
開
発
や
、
教
職
員
の
資

質
能
力
向
上
の
推
進
に
向
け
た
自
立

的
・
持
続
的
な
研
修
実
施
の
体
制
づ
く

り
及
び
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発
、
教

学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
強
化
の
た
め
の
実
証

研
究
及
び
普
及
の
推
進
等
、
専
修
学
校

全
体
の
質
保
証
・
向
上
に
向
け
た
多
様

な
取
組
の
推
進
を
引
き
続
き
図
っ
て
い

き
ま
す
。

　
「
専
修
学
校
と
地
域
の
連
携
深
化
に

よ
る
職
業
教
育
魅
力
発
信
力
強
化
事

業
」
に
お
い
て
は
、
効
果
的
な
情
報
集

約
・
情
報
発
信
の
在
り
方
に
つ
い
て
検
討
・

検
証
を
行
う
と
と
も
に
、
関
係
機
関
と
連
携

し
、
専
修
学
校
の
職
業
教
育
機
能
を
生
か
し

た
体
感
型
の
学
習
機
会
（
職
業
体
験
講
座
の

提
供
、
出
前
授
業
、）
等
を
提
供
し
た
際
の

効
果
、
連
携
に
当
た
っ
て
の
留
意
点
の
整
理

を
引
き
続
き
実
施
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま

す
。

　
「
専
門
学
校
生
へ
の
効
果
的
な
経
済
的
支

援
の
在
り
方
に
関
す
る
実
証
研
究
事
業
」
に

お
い
て
は
、
意
欲
と
能
力
の
あ
る
専
門
学
生

が
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
も

含
め
た
経
済
的
理
由
に
よ
り
修
学
を
断
念
す

る
こ
と
が
な
い
よ
う
、
専
門
学
校
生
に
対
す

る
経
済
的
支
援
策
に
つ
い
て
総
合
的
な
検
討

を
引
き
続
き
実
施
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま

す
。

　

②
専
修
学
校
の
教
育
体
制
及
び
施
設
整
備

等
に
関
す
る
取
組
に
つ
い
て
は
、
各
専
門
学

校
が
授
業
を
継
続
し
て
い
く
た
め
に
必
要
と

な
る
対
策
に
係
る
経
費
を
補
助
す
る
た
め
の

経
費
、
学
校
施
設
や
非
構
造
部
材
の
耐
震
化

工
事
、
教
育
装
置
や
情
報
処
理
関
係
設
備
の

整
備
、
エ
コ
改
修
工
事
等
の
専
修
学
校
の
教

育
基
盤
の
整
備
に
必
要
な
経
費
の
一
部
を
補

助
す
る
た
め
の
予
算
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

③
専
修
学
校
へ
の
修
学
支
援
に
資
す
る
取

組
に
つ
い
て
は
、
真
に
支
援
が
必
要
な
低
所

得
者
世
帯
の
子
ど
も
達
に
対
す
る
修
学
に
係

る
経
済
的
負
担
の
軽
減
の
実
施
に
必
要
な
経

費
を
引
き
続
き
計
上
し
て
い
ま
す
。

令和３年度 専修学校関係予算（案）
（ ）は前年度予算額

専修学校教育の振興に資する取組
●⼈材養成機能の向上

☆専修学校リカレント教育総合推進プロジェクト
「⼈⽣100年時代」にふさわしい多様なリカレント教育機会の充実を図るため、教育内容、教育⼿法、学校運営といった多⾯的な視点で、
就職氷河期世代を含めた社会⼈向けリカレント教育を専修学校教育において総合的に推進する。

2.7億円 （4.2億円）

☆専修学校留学⽣の学びの⽀援推進事業
新型コロナウイルス感染症の影響下で留学⽣が渡⽇できない状況にあっても、質の⾼い学びを開始・継続可能な専修学校留学⽣の総合

的受⼊れモデルの構築。

1.7億円 （新 規）

☆専修学校における先端技術利活⽤実証研究
専修学校における職業⼈材の養成機能を強化・充実するため、産学が連携し、実践的な職業教育を⽀える実習授業等においてＶＲ・ＡＲ
等の先端技術の活⽤⽅策について実証・研究するとともに、新型コロナウイルス感染症の影響下等、遠隔教育をソフト⾯から⽀えるモデルを開
発し、新たな教育⼿法の普及促進を図る。

6.2億円 （3.5億円）

☆専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業
中⻑期的に必要となる専⾨的職業⼈材の養成に係る新たな教育モデルの構築等を進めるとともに、地域特性に応じた職業⼈材養成モデル

の開発を⾏う。

7.3億円 （9.6億円）

・専⾨学校と⾼等学校の有機的連携プログラムの開発・実証 ・Society5.0等対応カリキュラムの開発
・地域課題解決実践カリキュラムの開発・実証 ・学びのセーフティネット機能の充実強化（⾼等専修学校の機能⾼度化）

21.9億円 （21.8億円）

専修学校の教育体制及び施設整備等に関する取組
☆私⽴学校施設整備費補助⾦
教育装置、学校施設等の耐震化、アスベスト対策等に係る経費のほか、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえて、空調・換気設備、
トイレ改修等の学校環境改善に係る経費を補助

3.0億円 （3.0億円）

☆私⽴⼤学等研究設備整備費等補助⾦
新型コロナウイルス感染症等対策を講じながら、授業を実施する際に必要な情報処理関係設備の整備に係る経費を補助

2.3億円 （2.3億円）

5.3億円 （5.3億円）

※ このほか、令和2年度補正予算（第3号）において、私⽴専修学校における国⼟強靭化関係予算、新型コロナウイルス感染症対策に係る予算を計上。
（注）四捨五⼊の関係で、計数は合計と⼀致しない。

○⾼校⽣等奨学給付⾦（内数） 159億円（ 136億円）
○⽇本学⽣⽀援機構の奨学⾦事業（内数） 1,036億円（ 941億円）

○⾼等学校等就学⽀援⾦交付⾦（私⽴⾼等学校授業料の実質無償化） （内数） 4,141億円（ 4,248億円）

○国費外国⼈留学⽣制度（内数） 185億円（ 186億円）

その他関係予算

●質保証・向上
☆職業実践専⾨課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進
専修学校における研修プログラム開発や研修体制づくり等による教育体制の充実を図るとともに、先進モデルの開発等による職業実践専⾨

課程の充実に向けた取組や教学マネジメントの強化の推進等を通じて、職業教育の充実及び専修学校の質保証・向上を図る。

1.4億円 （1.6億円）

☆専修学校と地域の連携深化による職業教育魅⼒発信⼒強化事業
専⾨学校や⾼等専修学校が担う職業教育等の魅⼒発信⼒を強化するため、効果的な情報発信の在り⽅について検討・検証を⾏うとと

もに、専修学校の職業教育機能を⽣かした体感型の学習機会を提供した際の効果、連携に当たっての留意点を整理する。

0.4億円 （0.5億円）

☆専⾨学校⽣への効果的な経済的⽀援の在り⽅に関する実証研究事業
意欲と能⼒のある専⾨学校⽣が新型コロナウイルス感染症の影響等による経済的理由で修学を断念することがないよう、経済的⽀援及び
修学⽀援アドバイザーによる修学⽀援を⾏い、施策効果等に関するデータを継続的に収集、分析・検討を⾏い、その効果等について普及する。

2.2億円 （0.3億円）

専修学校への修学⽀援に資する取組
☆⾼等教育（私⽴専⾨学校分）の修学⽀援の着実な実施（内閣府計上）
低所得世帯の真に⽀援が必要な⼦供に対する⾼等教育の負担軽減の実施に必要な経費

275億円 （264億円）
275億円 （264億円）
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私
学
事
業
団
で
は
、「
令
和
２
年
度
学
校

法
人
基
礎
調
査
」
か
ら
、
私
立
高
等
学
校
の

入
学
志
願
動
向
を
集
計
し
ま
し
た
。
お
忙
し

い
中
「
学
校
法
人
基
礎
調
査
」
に
ご
協
力
い

た
だ
い
た
学
校
法
人
の
皆
様
に
厚
く
御
礼
を

申
し
上
げ
ま
す
。

　

こ
こ
で
は
、
元
年
度
と
２
年
度
の
志
願
倍

率
や
入
学
定
員
充
足
率
等
の
状
況
を
比
較
す

る
と
と
も
に
、
男
子
校
・
女
子
校
・
共
学
校

別
の
動
向
、
規
模
別
の
動
向
及
び
最
近
10
年

の
入
学
定
員
充
足
状
況
に
つ
い
て
ま
と
め
ま

し
た
。

　

な
お
、
通
信
制
課
程
と
生
徒
募
集
を
停
止

し
た
高
等
学
校
は
除
い
て
い
ま
す
。

●
私
立
高
等
学
校
の
概
況
（
表
１
）

　

令
和
２
年
度
の
集
計
学
校
数
は
１
２
９
６

校
で
、
前
年
度
と
同
じ
で
し
た
。
集
計
さ
れ

た
入
学
定
員
は
40
万
８
３
９
０
人
で
、
前
年

度
よ
り
32
人
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
志
願
者
数
が
１
万
８
７
８
７
人
、

受
験
者
数
が
２
万
３
０
０
人
減
少
し
ま
し
た

が
、入
学
者
数
は
５
４
５
人
増
加
し
ま
し
た
。

こ
の
結
果
、
入
学
定
員
充
足
率
は
83
・
76
％

で
、
前
年
度
に
比
べ
て
０
・
14
ポ
イ
ン
ト
上

昇
し
ま
し
た
。

　

参
考
ま
で
に
、
２
年
度
の
15
歳
人
口
（
中

学
校
・
義
務
教
育
学
校
卒
業
者
と
中
等
教
育

学
校
前
期
課
程
修
了
者
の
合
計
〈
学
校
基
本

調
査
―
令
和
２
年
度
（
確
定
値
）
：
文
部
科

令
和
２（
２
０
２
０
）年
度　
私
立
高
等
学
校
入
学
志
願
動
向

学
省
よ
り
〉）
は
、
前
年
度
と
比
べ
る
と
約

２
万
４
０
０
０
人
減
少
し
、
約
１
１
０
万
人

と
な
っ
て
い
ま
す
。

●�

男
子
校
・
女
子
校
・
共
学
校
別
の
動
向�

（
表
２
）

　

令
和
２
年
度
に
お
い
て
志
願
倍
率
が
最
も

高
い
の
は
共
学
校
で
、
以
下
男
子
校
、
女
子

校
と
な
っ
て
い
ま
す
。
合
格
率
は
女
子
校
、

共
学
校
、
男
子
校
の
順
、
入
学
定
員
充
足
率

は
共
学
校
、
男
子
校
、
女
子
校
の
順
と
な
っ

て
お
り
、
こ
れ
ら
の
順
序
は
平
成
23
年
度
以

降
変
わ
っ
て
い
ま
せ
ん
。
ま
た
、
歩
留
率
は

平
成
26
年
度
に
男
子
校
と
女
子
校
が
逆
転
し

て
、
男
子
校
、
女
子
校
、
共
学
校
の
順
と
な

り
ま
し
た
が
、
今
年
度
は
男
子
校
と
女
子
校

が
再
逆
転
し
て
、
女
子
校
、
男
子
校
、
共
学

校
の
順
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

集
計
学
校
数
を
平
成
23
年
度
と
比
較
す
る

と
、
男
子
校
が
28
校
、
女
子
校
が
32
校
減
少

し
た
の
に
対
し
、
共
学
校
は
75
校
増
加
し
て

い
ま
す
。

表１　私立高等学校の概況
区　分 元年度 ２年度 増　減

集計学校数（校） 1,296 1,296 0

入学定員（人） 408,422 408,390 △32
(△0.0%)

志　願　者（人） 1,116,818 1,098,031 △18,787
(△1.7%)

受　験　者（人） 1,093,970 1,073,670 △20,300
(△1.9%)

合　格　者（人） 1,006,085 982,650 △23,435
(△2.3%)

入　学　者（人） 341,542 342,087 545
(0.2%)

志願倍率（倍） 2.73 2.69 △0.04ポイント
合 格 率（％） 91.97 91.52 △0.45ポイント
歩 留 率（％） 33.95 34.81 0.86ポイント

入学定員充足率（％） 83.62 83.76 0.14ポイント
（注）�志願倍率（志願者÷入学定員）、 合格率（合格者÷受験者）�

歩留率（入学者÷合格者）、 入学定員充足率（入学者÷入学定員）

表２　男子校・女子校・共学校別の動向
男女校
種　別 年 度 集　計

学校数
入学定員

A
志願者

B
受験者

C
合格者

D
入学者

E
推薦

入学者F
（Eの内数）

志願倍率
B/A

受験率
C/B

合格率
D/C

歩留率
E/D

推薦
割合
F/E

入学定員
充 足 率
E/A

男子校
校 人 人 人 人 人 人 倍 ％ ％ ％ ％ ％

23 113 38,582 76,210 73,582 62,635 32,125 11,338 1.98 96.55 85.12 51.29 35.29 83.26 
24 107 36,255 71,106 68,315 57,656 29,173 10,682 1.96 96.07 84.40 50.60 36.62 80.47 
25 106 36,127 68,180 66,214 56,372 29,261 10,742 1.89 97.12 85.14 51.91 36.71 80.99 
26 100 33,871 64,159 62,490 53,075 28,471 9,709 1.89 97.40 84.93 53.64 34.10 84.06 
27 94 31,894 58,595 56,998 48,222 26,291 9,772 1.84 97.27 84.60 54.52 37.17 82.43 
28 92 30,704 56,920 55,491 46,832 26,006 9,394 1.85 97.49 84.40 55.53 36.12 84.70 
29 88 29,502 54,084 52,741 45,005 25,171 8,876 1.83 97.52 85.33 55.93 35.26 85.32 
30 87 28,997 51,512 50,155 41,992 23,606 8,542 1.78 97.37 83.72 56.22 36.19 81.41 
元 88 29,213 51,731 50,276 42,573 24,337 9,718 1.77 97.19 84.68 57.17 39.93 83.31 
２ 85 27,778 48,518 46,654 39,751 22,804 7,918 1.75 96.16 85.20 57.37 34.72 82.09 

女子校 23 283 77,061 104,906 103,744 98,726 52,311 22,349 1.36 98.89 95.16 52.99 42.72 67.88 
24 279 76,039 104,663 103,312 97,623 52,083 21,198 1.38 98.71 94.49 53.35 40.70 68.50 
25 274 74,227 100,260 99,138 93,876 50,235 19,713 1.35 98.88 94.69 53.51 39.24 67.68 
26 273 73,536 101,783 100,254 93,897 50,178 20,810 1.38 98.50 93.66 53.44 41.47 68.24 
27 270 72,662 95,395 93,807 90,147 47,803 21,038 1.31 98.34 96.10 53.03 44.01 65.79 
28 267 71,361 94,381 92,798 89,486 46,848 19,279 1.32 98.32 96.43 52.35 41.15 65.65 
29 262 70,080 90,910 87,565 84,251 45,459 19,037 1.30 96.32 96.22 53.96 41.88 64.87 
30 260 68,299 84,390 83,178 80,316 43,458 20,663 1.24 98.56 96.56 54.11 47.55 63.63 
元 255 65,999 80,231 78,998 76,050 42,484 21,526 1.22 98.46 96.27 55.86 50.67 64.37 
２ 251 64,524 77,178 74,509 71,456 41,118 20,628 1.20 96.54 95.90 57.54 50.17 63.73 

共学校 23 885 294,451 952,961 931,290 857,107 252,175 88,384 3.24 97.73 92.03 29.42 35.05 85.64 
24 888 296,695 974,562 953,823 878,863 262,110 89,325 3.28 97.87 92.14 29.82 34.08 88.34 
25 899 299,256 989,596 970,681 894,949 265,230 89,430 3.31 98.09 92.20 29.64 33.72 88.63 
26 911 303,097 1,005,080 986,500 905,509 269,814 95,881 3.32 98.15 91.79 29.80 35.54 89.02 
27 921 305,505 1,005,465 986,166 906,241 271,232 98,845 3.29 98.08 91.90 29.93 36.44 88.78 
28 930 309,245 1,018,484 999,315 914,791 277,121 100,592 3.29 98.12 91.54 30.29 36.30 89.61 
29 933 309,566 1,010,749 991,825 911,484 275,652 100,391 3.27 98.13 91.90 30.24 36.42 89.04 
30 940 310,309 999,754 980,511 905,002 276,629 103,425 3.22 98.08 92.30 30.57 37.39 89.15 
元 953 313,210 984,856 964,696 887,462 274,721 108,464 3.14 97.95 91.99 30.96 39.48 87.71 
２ 960 316,088 972,335 952,507 871,443 278,165 113,741 3.08 97.96 91.49 31.92 40.89 88.00 
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●
規
模
別
の
動
向
（
表
３
）

　

規
模
別
に
お
い
て
志
願
倍
率
が
最
も
高
い

の
は
、
入
学
定
員
が
１
０
０
０
人
以
上
の
学

校
で
、
以
下
、
６
０
０
人
以
上
８
０
０
人
未

満
、
８
０
０
人
以
上
１
０
０
０
人
未
満
と

な
っ
て
い
ま
す
。
一
方
、
入
学
定
員
充
足
率

が
最
も
高
い
の
は
、
３
０
０
人
以
上
４
０
０

人
未
満
の
学
校
で
、
以
下
、
４
０
０
人
以
上

５
０
０
人
未
満
、
２
０
０
人
以
上
３
０
０
人

未
満
の
学
校
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

志
願
倍
率
の
高
い
入
学
定
員
の
区
分
と
、

入
学
定
員
充
足
率
の
高
い
入
学
定
員
の
区
分

と
は
、
必
ず
し
も
一
致
し
て
い
ま
せ
ん
。

●
最
近
10
年
の
入
学
定
員
充
足
状
況（
図
表
）

　

平
成
23
年
度
の
入
学
定
員
充
足
率
が 

１
０
０
％
未
満
の
学
校
は
９
５
４
校
で
、
全

体
の
74
・
５
％
の
割
合
で
し
た
。
令
和
２
年

度
は
９
２
０
校
で
、
全
体
の
71
・
０
％
の
割

合
と
な
っ
て
い
ま
す
。
15
歳
人
口
が
減
少
し

て
い
る
中
で
も
、
こ
こ
数
年
は
入
学
定
員
充

足
率
１
０
０
％
未
満
の
学
校
数
の
割
合
に
大

き
な
増
減
は
あ
り
ま
せ
ん
。

問
い
合
わ
せ
先
（
私
学
振
興
事
業
本
部
）

私
学
経
営
情
報
セ
ン
タ
ー　

私
学
情
報
室

☎
０
３（
３
２
３
０
）７
８
５
２
～
７
８
５
４

Ｅ
メ
ー
ル　

center@
shigaku.go.jp

表３　規模別の動向
入 学 定 員
区 　 分 年 度 集　計

学校数
入学定員

A
志願者

B
受験者

C
合格者

D
入学者

E
志願倍率

B/A
合格率
D/C

歩留率
E/D

入学定員
充 足 率

E/A
校 人 人 人 人 人 倍 ％ ％ ％

100人未満
元 60 3,844 5,623 5,532 5,045 2,785 1.46 91.20 55.20 72.45
２ 61 3,944 5,819 5,743 5,258 2,685 1.48 91.55 51.07 68.08

増減 1 100 196 211 213 △100 0.02 0.35 △ 4.13 △ 4.37

100人以上
200人未満

元 231 34,711 64,432 63,252 59,518 28,429 1.86 94.10 47.77 81.90
２ 228 34,283 61,647 60,472 56,179 27,694 1.80 92.90 49.30 80.78

増減 △3 △428 △2,785 △2,780 △3,339 △735 △ 0.06 △ 1.20 1.53 △ 1.12

200人以上
300人未満

元 369 89,443 230,104 225,987 209,587 76,593 2.57 92.74 36.54 85.63
２ 374 90,637 231,755 227,829 209,495 77,041 2.56 91.95 36.77 85.00

増減 5 1,194 1,651 1,842 △92 448 △ 0.01 △ 0.79 0.23 △ 0.63

300人以上
400人未満

元 278 93,596 264,209 257,858 236,145 82,533 2.82 91.58 34.95 88.18
２ 275 92,493 251,651 243,644 222,520 81,495 2.72 91.33 36.62 88.11

増減 △3 △1,103 △12,558 △14,214 △13,625 △1,038 △ 0.10 △ 0.25 1.67 △ 0.07

400人以上
500人未満

元 189 81,965 239,875 235,300 212,457 69,205 2.93 90.29 32.57 84.43
２ 186 80,550 233,528 228,867 205,515 69,035 2.90 89.80 33.59 85.70

増減 △3 △1,415 △6,347 △6,433 △6,942 △170 △ 0.03 △ 0.49 1.02 1.27

500人以上
600人未満

元 89 47,632 135,018 132,099 124,101 37,083 2.83 93.95 29.88 77.85
２ 92 49,252 134,368 131,323 123,307 37,883 2.73 93.90 30.72 76.92

増減 3 1,620 △650 △776 △794 800 △ 0.10 △ 0.05 0.84 △ 0.93

600人以上
800人未満

元 66 43,181 130,423 127,685 117,512 34,388 3.02 92.03 29.26 79.64
２ 67 44,021 135,722 133,149 121,646 36,350 3.08 91.36 29.88 82.57

増減 1 840 5,299 5,464 4,134 1,962 0.06 △ 0.67 0.62 2.93

800人以上
1,000人未満

元 11 9,390 30,162 29,827 26,177 7,137 3.21 87.76 27.26 76.01
２ 10 8,550 26,244 25,986 22,766 6,586 3.07 87.61 28.93 77.03

増減 △1 △840 △3,918 △3,841 △3,411 △551 △ 0.14 △ 0.15 1.67 1.02

1,000人以上
元 3 4,660 16,972 16,430 15,543 3,389 3.64 94.60 21.80 72.73
２ 3 4,660 17,297 16,657 15,964 3,318 3.71 95.84 20.78 71.20

増減 0 0 325 227 421 △71 0.07 1.24 △ 1.02 △ 1.53

合　計
元 1,296 408,422 1,116,818 1,093,970 1,006,085 341,542 2.73 91.97 33.95 83.62
２ 1,296 408,390 1,098,031 1,073,670 982,650 342,087 2.69 91.52 34.81 83.76

増減 0 △32 △18,787 △20,300 △23,435 545 △ 0.04 △ 0.45 0.86 0.14
（注）全国の私立高等学校を、各学校の入学定員数により区分した。

23 24 25 26 27 28 29 30 元

,

,

,

,

,

,

２

図表　
（校）

年　度 23 24 25 26 27 28 29 30 元 ２

100%以上の学校数 327 360 370 384 367 387 375 390 372 376

100%未満の学校数 954 914 909 900 918 902 908 897 924 920

100%未満の割合（%） 74.5 71.7 71.1 70.1 71.4 70.0 70.8 69.7 71.3 71.0

合　計 1,281 1,274 1,279 1,284 1,285 1,289 1,283 1,287 1,296 1,296
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令
和
３
年
度
の
掛
金
等
の
率
は
、
３
年
１

月
22
日
開
催
の
共
済
運
営
委
員
会
に
お
い
て

了
承
さ
れ
、
表
１
の
と
お
り
と
な
り
ま
し
た

の
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

短
期
給
付
等
掛
金
率

●
短
期
給
付
分
掛
金
率

　

現
行
の
８
・５
６
９
％
を
据
え
置
き
ま
す
。

●
介
護
分
掛
金
率

　

急
速
な
高
齢
化
の
進
行
に
伴
う
国
全
体
の

介
護
費
用
の
増
加
に
よ
り
、
私
学
事
業
団
が

負
担
す
べ
き
介
護
納
付
金
が
前
年
度
に
比
べ

て
約
18
億
１
千
万
円
増
加
し
ま
す
。
こ
の
た

め
、
３
年
４
月
か
ら
現
行
の
１
・
７
５
９
％

を
０
・
０
４
７
ポ
イ
ン
ト
引
き
上
げ
、
１
・

８
０
６
％
と
し
ま
す
。

※�

介
護
分
掛
金
率
に
つ
い
て
は
、
厚
生
労
働

省
か
ら
の
通
知
に
よ
る
諸
係
数
を
基
に
、

本
事
業
団
が
負
担
す
べ
き
介
護
納
付
金
の

額
を
算
定
し
、
そ
の
額
を
私
学
共
済
制
度

に
お
け
る
介
護
保
険
第
２
号
被
保
険
者

（
40
歳
以
上
65
歳
未
満
の
加
入
者
）
の
当

該
年
度
の
標
準
報
酬
月
額
及
び
標
準
賞
与

額
の
総
額
で
除
し
て
求
め
る
こ
と
に
な
っ

て
い
ま
す
。

退
職
等
年
金
給
付
掛
金
率

　

現
行
の
１
・
50
％
を
据
え
置
き
ま
す
。

　

な
お
、
７
年
３
月
ま
で
の
間
は
、
退
職
等

年
金
給
付
掛
金
の
負
担
軽
減
を
図
る
た
め
、 

標
準
報
酬
月
額
等
に
対
し
０
・
３
％
に
相
当

す
る
額
を
職
域
年
金
経
理
か
ら
退
職
等
年
金 

給
付
勘
定
に
繰
り
入
れ
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

こ
の
た
め
、
繰
入
率
を
差
し
引
い
た
実
行
上

の
掛
金
率
１
・
20
％（
１
・
50
％
－
０
・
３
％
）

を
も
っ
て
納
付
し
て
い
た
だ
く
掛
金
を
算
定

し
ま
す
。

加
入
者
保
険
料
率
（
軽
減
保
険
料
率
）

　

元
年
度
に
、
２
年
度
〜
６
年
度
の
５
年
間

の
加
入
者
保
険
料
率
（
軽
減
保
険
料
率
）
を

設
定
し
て
お
り
、
３
年
度
の
軽
減
後
の
保
険

料
率
（
軽
減
保
険
料
率
）
は
、
４
月
～
８
月

が
現
行
の
15
・
３
２
７
％
、
９
月
～
４
年
３

月
が
15
・
６
８
１
％
と
な
り
ま
す
。

　

な
お
、
３
年
度
～
６
年
度
の
加
入
者
保
険

料
率
（
軽
減
保
険
料
率
）
は
表
２
の
と
お
り

で
す
。

子
ど
も
・
子
育
て
拠
出
金
率

　

現
行
の
０
・
36
％
に
据
え
置
か
れ
る
予
定

で
す
。

　

決
定
さ
れ
次
第
、
改
め
て
通
知
し
ま
す
。

　

詳
細
は
、
通
知
文
及
び
私
学
共
済
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
〔
き
ょ
う
さ
い
ト
ピ
ッ
ク
ス
〕
を
ご

覧
く
だ
さ
い
。

令
和
３
年
度
の
掛
金
等
の
率

企
画
室

表１　令和３年度の掛金等の率
①40歳以上65歳未満の加入者� （　）内は改定前掛金等の率〔単位：％〕

区　分
短期給付等掛金率※2

退職等年金※3

給付掛金率
加入者保険料率※2

〈軽減保険料率〉 合　計
短期給付分 福祉事業分 介護分 計

甲 種
加 入 者 8.569 0.250 1.806

（1.759）
10.625

（10.578） 1.20
15.327 ［8月まで］
15.681 ［9月から］

（15.327）

27.152 ［8月まで］
27.506 ［9月から］

（27.105）
乙　　　種※1

加 入 者 等 8.569 0.195 1.806
（1.759）

10.570
（10.523） ― ― 10.570

（10.523）
丙 種
加 入 者 ― 0.195 ― 0.195 1.20 15.327 ［8月まで］

15.681 ［9月から］
16.722 ［8月まで］
17.076 ［9月から］

任 意 継 続
加 入 者 8.569 0.125 1.806

（1.759）
10.500

（10.453） ― ― 10.500
（10.453）

②40歳未満の加入者及び65歳以上の加入者� 〔単位：％〕

区　分
短期給付等掛金率※2 退職等年金※3

給付掛金率
加入者保険料率※2

〈軽減保険料率〉 合　計
短期給付分 福祉事業分 介護分 計

甲 種
加 入 者 8.569 0.250 ― 8.819 1.20 15.327 ［8月まで］

15.681 ［9月から］
25.346 ［8月まで］
25.700 ［9月から］

乙　　　種※1

加 入 者 等 8.569 0.195 ― 8.764 ― ― 8.764

丙 種
加 入 者 ― 0.195 ― 0.195 1.20 15.327 ［8月まで］

15.681 ［9月から］
16.722 ［8月まで］
17.076 ［9月から］

任 意 継 続
加 入 者 8.569 0.125 ― 8.694 ― ― 8.694

※１　乙種加入者等…短期のみ適用者（乙種加入者、協定特例加入者、放送大学・法科大学院等への公務員派遣加入者）
※２　掛金等率の改定時期については、短期給付等掛金率は４月、加入者保険料率＜軽減保険料率＞は９月となります。
※３　�退職等年金給付掛金率（1.20％）は、納付していただく掛金を算定する際に用いる本来の掛金率1.50％から繰入率0.3％を差し引いた実行上

の率を掲載しています。
◯　�都道府県からの補助金がある場合は、毎月の報酬（給与）にかかる加入者保険料のみに補助されます。賞与等にかかる加入者保険料には

補助されません。
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図１　加入者証見本

図２　高齢受給者証見本

 

 

氏 名

保 険 者 所 在 地 東京都文京区湯島１丁目７番５号　℡　03-3813-5321

資格取得年月日 令和3年 3月 1日

性別 男昭和42年12月31日生 年 月 日

保険者番号・名称 日本私立学校振興・共済事業団0 2 13 4 1 3 0

発行番号 1234567890

令和3年3月 1日交付

記号 １３Ａ９９９９ ００００１

私 立 学校 教 職員 共済

加 入 者 証
【本人】加入者

番号 枝番 ９９

私学　太郎

ｼｶﾞｸ ﾀﾛｳ

オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
が�

始
ま
り
ま
す

　

本
誌
１
月
号
で
も
お
知
ら
せ
し
た
と
お

り
、
令
和
３
年
３
月
か
ら
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

カ
ー
ド
の
健
康
保
険
証
と
し
て
の
利
用
（
以

下
「
オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
」
と
い
い
ま
す
）

が
順
次
始
ま
り
ま
す
。

　

オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
シ
ス
テ
ム
を
利
用

し
て
い
る
医
療
機
関
等
（
※
）
の
窓
口
で
は
、

事
前
に
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
で
登
録
し
た
マ
イ

ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
を
提
示
す
る
こ
と
で
健
康

保
険
証
（
加
入
者
証
（
図
１
）
等
）
の
代
わ

り
に
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
で
は
個
人

単
位
で
資
格
情
報
等
の
デ
ー
タ
を
識
別
す
る

た
め
に
、一
人
ひ
と
り
に
２
ケ
タ
の
番
号（
以

下
「
枝
番
」
と
い
い
ま
す
）
を
追
加
す
る
こ

と
と
な
り
ま
し
た
。

　

３
年
３
月
か
ら
は
、
資
格
取
得
し
た
と
き

や
被
扶
養
者
の
認
定
を
受
け
た
と
き
、
加
入

者
証
等
を
再
交
付
し
た
と
き
な
ど
、
新
た
に

交
付
す
る
加
入
者
証
・
加
入
者
被
扶
養
者
証

に
こ
の
２
ケ
タ
の
枝
番
が
表
示
さ
れ
て
い
ま

す
。

※�

医
療
機
関
等
で
は
、
準
備
の
整
っ
た
段
階

で
オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
シ
ス
テ
ム
が
導

入
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
て
い
ま
す
。
導
入

の
時
期
等
、
詳
し
い
こ
と
は
医
療
機
関
等

の
窓
口
で
お
尋
ね
く
だ
さ
い
。

●
加
入
者
証
等
以
外
へ
の
枝
番
表
示

　

２
ケ
タ
の
枝
番
は
、
医
療
機
関
等
の
窓
口

に
加
入
者
証
等
と
併
せ
て
提
示
す
る
次
の
証

に
も
同
様
に
表
示
さ
れ
ま
す
。

◦
高
齢
受
給
者
証

◦
限
度
額
適
用
認
定
証

◦
限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減
額
認
定
証

◦
特
定
疾
病
療
養
受
療
証

加
入
者
証
等
の
取
り
扱
い
に�

変
更
は
あ
り
ま
せ
ん

　

オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
の
導
入
後
も
資
格

取
得
報
告
等
の
各
種
事
務
手
続
き
に
変
更
は

あ
り
ま
せ
ん
。

　

３
年
２
月
以
前
に
交
付
さ
れ
た
加
入
者
証

等
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
医
療
機
関
等
で

健
康
保
険
証
と
し
て
使
用
で
き
ま
す
。

　

枝
番
が
表
示
さ
れ
て
い
な
く
て
も
有
効
で

す
の
で
、
回
収
や
返
納
の
必
要
は
あ
り
ま
せ

ん
。

　

ま
た
、
高
齢
受
給
者
証
（
図
２
）
や
限
度

額
適
用
認
定
証
等
に
つ
い
て
も
同
様
の
取
り

扱
い
と
な
り
ま
す
。

※�

詳
細
は
、私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ〔
き
ょ

う
さ
い
ト
ピ
ッ
ク
ス
〕を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

加
入
者
証
等
へ
の
枝
番
表
示
（
令
和
３
年
３
月
交
付
分
か
ら
）

業
務
部　

資
格
課
・
短
期
給
付
課

表２　令和３年度以降の加入者保険料率（軽減保険料率）� 〔単位：％〕

月　　　　　　分 加入者保険料率 軽減幅 軽減保険料率
令 和 ３ 年 ４ 月 ～ ３ 年 ８ 月 ま で の 月 分

16.478
△　1.151 15.327

令 和 ３ 年 ９ 月 ～ ４ 年 ３ 月 ま で の 月 分 △　0.797
15.681

令 和 ４ 年 ４ 月 ～ ４ 年 ８ 月 ま で の 月 分
16.832

△　1.151
令 和 ４ 年 ９ 月 ～ ５ 年 ３ 月 ま で の 月 分 △　0.797

16.035
令 和 ５ 年 ４ 月 ～ ５ 年 ８ 月 ま で の 月 分

17.186
△　1.151

令 和 ５ 年 ９ 月 ～ ６ 年 ３ 月 ま で の 月 分 △　0.797
16.389

令 和 ６ 年 ４ 月 ～ ６ 年 ８ 月 ま で の 月 分
17.540

△　1.151
令 和 ６ 年 ９ 月 ～ ７ 年 ３ 月 ま で の 月 分 △　0.797 16.743

加入者証（見本）
加入者証（見本）
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※ DLマークが付いている用紙は、私学共済ホームページ〔様式用紙等のダウンロード〕からダウンロードできます。

　

教
職
員
を
採
用
し
た
と
き
は
、
採
用
日
か

ら
10
日
以
内
に
「
資
格
取
得
報
告
書
DL
」
を

提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
採
用
し
た
教
職
員
が

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
被
保
険
者
（
75
歳

以
上
）
で
も
資
格
取
得
の
報
告
は
必
要
で
す
。

　

な
お
、
４
月
１
日
採
用
予
定
者
は
、
事
前

受
付
（
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
又
は
本
誌

２
月
号
参
照
）
を
利
用
し
て
く
だ
さ
い
。

提
出
す
る
書
類

⑴
「
資
格
取
得
報
告
書
DL
」

①
新
規
資
格
取
得

　

初
め
て
私
立
学
校
の
教
職
員
と
し
て
採
用

さ
れ
た
人

②
継
続
資
格
取
得

　

前
任
校
を
退
職
し
た
日
又
は
そ
の
翌
日
に

後
任
校
で
教
職
員
と
し
て
採
用
さ
れ
た
人

③
再
資
格
取
得

　

過
去
に
私
学
共
済
の
加
入
者
で
あ
っ
た
人 

で
、
再
び
加
入
者
と
な
る
人
や
、
私
学
共
済
の 

任
意
継
続
加
入
者
で
あ
っ
た
人
で
、
引
き
続
き

私
立
学
校
の
教
職
員
と
し
て
採
用
さ
れ
た
人

※�

同
一
法
人
で
複
数
の
学
校
を
有
す
る
場
合

は
、
必
ず
所
属
す
る
（
実
際
に
勤
務
す
る
）

学
校
記
号
番
号
で
「
資
格
取
得
報
告
書
DL
」�

を
作
成
し
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

　

電
子
媒
体
（
Ｃ
Ｄ
－
Ｒ
又
は
Ｕ
Ｓ
Ｂ
メ
モ

リ
）
に
よ
る
報
告
が
で
き
ま
す
。
私
学
共
済

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
〔
事
務
担
当
者
用
ペ
ー
ジ
▼

資
格
関
係
〕
で
電
子
媒
体
作
成
機
能
を
ダ
ウ

ン
ロ
ー
ド
し
て
電
子
媒
体
を
作
成
し
、
出
力

さ
れ
る
送
付
状
と
と
も
に
提
出
し
て
く
だ
さ

い
。

⑵
「
所
属
学
校
等
変
更
報
告
書
DL
」

　

同
一
法
人
内
で
別
の
学
校
に
異
動
に
な
っ

た
人
は
、
必
ず
後
任
の
学
校
か
ら
「
所
属
学
校 

等
変
更
報
告
書
DL
」
を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

「
資
格
取
得
報
告
書
DL
」の
記
入
上
の
注
意

⑴
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
欄

　

学
校
法
人
等
で
本
人
確
認
（
加
入
者
の
マ

イ
ナ
ン
バ
ー
の
確
認
と
身
元（
実
在
）の
確
認
）

を
行
っ
て
か
ら
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
を
正
確
に
転

記
し
て
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
に
か
か
る
確
認
書

類
は
添
付
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

⑵
基
礎
年
金
番
号
欄

　

基
礎
年
金
番
号
は
、
年
金
手
帳
や
基
礎
年

金
番
号
通
知
書
等
か
ら
正
確
に
転
記
し
て
く

だ
さ
い
。
基
礎
年
金
番
号
が
わ
か
ら
な
い
と

き
は
、
お
近
く
の
年
金
事
務
所
に
お
問
い
合

わ
せ
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
20
歳
未
満
の
人
や
来
日
直
後
の
外

国
人
で
基
礎
年
金
番
号
を
持
っ
て
い
な
い
と

き
は
、
基
礎
年
金
番
号
欄
の
「
２
．
無
」
を

○
で
囲
み
、
理
由
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

⑶
住
所
欄

　

フ
リ
ガ
ナ
は
忘
れ
ず
に
記
入
し
て
く
だ
さ

い
。「
・
」「
＆
」
等
の
記
号
や
「
Ⅰ
」「
Ⅱ
」

等
の
ロ
ー
マ
数
字
及
び
ア
ル
フ
ァ
ベ
ッ
ト
は

使
用
で
き
ま
せ
ん
。

　

漢
字
住
所
欄
は
都
道
府
県
名
を
含
め
、
35

文
字
以
内
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

⑷�

加
入
者
氏
名
欄

　

登
録
誤
り
を
防
ぐ
た
め
に
、
名
前
を
記
入

す
る
際
は
明
瞭
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

◦�

フ
リ
ガ
ナ
欄
・
漢
字
欄
→
16
文
字
以
内
と

し
、
氏
と
名
の
区
切
り
に
１
か
所
ス
ペ
ー

ス
を
入
れ
ま
す
（
ミ
ド
ル
ネ
ー
ム
等
が
あ

る
場
合
で
も
区
切
り
は
１
か
所
の
み
）。

◦�

フ
リ
ガ
ナ
欄
→
カ
タ
カ
ナ
で
、
濁
点
や
半

濁
点
も
一
字
で
記
入
し
ま
す
。
ア
ル
フ
ァ

ベ
ッ
ト
は
登
録
で
き
ま
せ
ん
。
ま
た
、
例

え
ば
「
ジ
ョ
ー
ジ
」
の
「
ョ
」
等
の
小
さ

い
カ
タ
カ
ナ
文
字
は
、「
ジ
ヨ
ー
ジ
」
と

大
き
い
カ
タ
カ
ナ
文
字
で
登
録
さ
れ
ま
す

の
で
、
ご
了
承
く
だ
さ
い
。

◦�

漢
字
欄
→
ア
ル
フ
ァ
ベ
ッ
ト
を
使
用
す
る

場
合
は
、
大
文
字
の
み
と
な
り
ま
す
。

　
「
被
扶
養
者
認
定
申
請
書
」
と
添
付
書
類

は
、
必
ず
資
格
取
得
日
か
ら
30
日
以
内
に
提

出
し
て
く
だ
さ
い
。
30
　

日
を
過
ぎ
て
申
請
し

た
場
合
は
、
そ
の
申
請
を
私
学
事
業
団
で
受

理
し
た
日
（
消
印
な
ど
で
発
信
日
が
確
認
で

き
る
場
合
は
そ
の
日
）
が
被
扶
養
者
の
認
定

日
と
な
り
ま
す
の
で
注
意
し
て
く
だ
さ
い
。

　

や
む
を
得
な
い
事
情
で
、
期
日
ま
で
に
添
付

書
類
が
整
わ
な
い
と
き
に
は
、「
被
扶
養
者
認

定
申
請
書
」
に
添
付
書
類
が
整
わ
な
い
理
由

書
を
添
え
て
30
日
以
内
に
提
出
し
て
く
だ
さ

い
。
申
請
書
を
受
け
付
け
後
、
返
送
し
ま
す
の

で
、
速
や
か
に
添
付
書
類
を
整
え
て
、
一
括
し

て
再
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
そ
の
場
合
は
、
期

限
内
に
申
請
が
あ
っ
た
も
の
と
み
な
し
ま
す
。

　

添
付
書
類
の
み
を
別
送
し
な
い
で
く
だ
さ

い
。
処
理
の
遅
れ
や
誤
り
に
つ
な
が
る
恐
れ

が
あ
る
た
め
、
返
送
と
な
る
こ
と
が
あ
り
ま

す
。

　

加
入
者
番
号
の
決
定
前
に
提
出
す
る
場

合
、「
被
扶
養
者
認
定
申
請
書
」
の
加
入
者

番
号
欄
に
は
、
学
校
記
号
番
号
ま
で
を
必
ず

記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

　

継
続
資
格
取
得
や
所
属
学
校
変
更
の
場
合

は
、
被
扶
養
者
に
変
更
が
な
け
れ
ば
継
続
し

て
認
定
さ
れ
る
た
め
申
請
は
不
要
で
す
。

　

た
だ
し
、
前
任
校
が
丙
種
校
の
場
合
や
再

資
格
取
得
（
任
意
継
続
加
入
者
か
ら
の
再
資

格
取
得
を
含
み
ま
す
）
の
場
合
は
申
請
が
必

要
で
す
。

被
扶
養
者
認
定
申
請
書
の
添
付
書
類

⑴
新
規
資
格
取
得
や
再
資
格
取
得
の
場
合

　

加
入
者
と
の
続
柄
を
確
認
す
る
書
類
（
戸

籍
謄
本
等
）や
収
入
を
確
認
す
る
書
類
な
ど
、

扶
養
の
事
実
を
確
認
す
る
書
類
を
添
付
し
て

く
だ
さ
い
。

　

被
扶
養
者
の
年
齢
や
続
柄
、
収
入
の
有
無

や
種
類
等
に
よ
り
、
認
定
に
必
要
な
添
付
書

類
が
異
な
り
ま
す
。詳
細
は
、私
学
共
済
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
又
は
「
事
務
の
手
引
」
１
０
１
〜

１
２
４
頁
を
参
照
し
て
く
だ
さ
い
。

 

被
扶
養
者
の
認
定�

資
格
課

 

加
入
者
の
資
格
取
得�

資
格
課

採
用
時
の
手
続
き
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 本文記載の「事務の手引」は、令和２年版を参照してください。

⑵�
任
意
継
続
加
入
者
が
再
資
格
取
得
し
、
任

意
継
続
期
間
に
認
定
さ
れ
て
い
た
被
扶
養

者
を
引
き
続
き
申
請
す
る
場
合

　
「
被
扶
養
者
認
定
申
請
書
」
の
余
白
に
任

意
継
続
加
入
者
で
あ
っ
た
と
き
の
加
入
者
番

号
と
「
任
意
継
続
か
ら
の
再
取
得
」
と
朱
書

き
す
る
こ
と
で
添
付
書
類
を
省
略
で
き
ま
す
。

⑶�

他
の
健
康
保
険
制
度
（
国
民
健
康
保
険
を

除
き
ま
す
）
か
ら
引
き
続
き
資
格
取
得
す

る
場
合

①�

配
偶
者
と
子
の
認
定
申
請
に
限
り
、
前
の

健
康
保
険
制
度
で
認
定
さ
れ
て
い
た
場
合
、

続
柄
や
収
入
確
認
の
た
め
の
添
付
書
類
を
健

康
保
険
証
等
の
写
し
又
は
資
格
証
明
書
原
本

（
続
柄
、生
年
月
日
が
確
認
で
き
る
も
の
）に

代
え
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

②�

子
の
み
を
認
定
申
請
す
る
場
合
で
、
学
校

法
人
等
か
ら
扶
養
手
当
が
支
給
さ
れ
な
い

と
き
は
、
①
の
他
に
加
入
者
と
配
偶
者
の

収
入
を
比
較
す
る
書
類
が
必
要
で
す
。

　

具
体
的
に
は
、
加
入
者
の
年
収
見
込
証
明

書
（「
被
扶
養
者
認
定
申
請
書
」
の
加
入
者

の
年
間
所
得
推
計
額
欄
へ
の
記
入
）
と
、
配

偶
者
の
年
収
見
込
証
明
書
又
は
前
年
の
源
泉

徴
収
票
の
写
し
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
死
亡
・
離
婚
等
に
よ
り
配
偶
者
が

い
な
い
場
合
は
、
加
入
者
及
び
子
の
戸
籍
謄

本
が
必
要
で
す
。

国
民
年
金
第
３
号
被
保
険
者
の
届
け
出

　

65
歳
未
満
の
加
入
者
が
20
歳
以
上
60
歳
未

満
の
配
偶
者
を
被
扶
養
者
と
し
て
認
定
申
請

す
る
場
合
は
、「
国
民
年
金
第
３
号
被
保
険
者

関
係
届
DL
」
を
同
時
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

加
入
者
番
号
が
決
定
し
て
い
る
場
合
又
は

被
扶
養
者
の
認
定
が
確
定
し
て
い
る
場
合

　

加
入
者
証
等
が
届
く
ま
で
の
間
、
学
校
法

人
等
代
表
者
が
加
入
者
に
「
療
養
資
格
証
明

書
」
を
交
付
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
（
私
学

共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
又
は
「
事
務
の
手
引
」

59
～
61
頁
参
照
）。
た
だ
し
、
加
入
者
番
号
や

被
扶
養
者
認
定
日
が
確
定
し
な
い
と
交
付
す

る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。
発
行
前
に
必
ず
本

事
業
団
に
確
認
し
、
無
資
格
診
療
に
つ
な
が

る
こ
と
の
な
い
よ
う
に
注
意
し
て
く
だ
さ
い
。

加
入
者
番
号
等
が
未
決
定
の
場
合

　

医
療
機
関
等
の
窓
口
で
、
一
旦
医
療
費
の
全

額
を
自
己
負
担
し
、
加
入
者
番
号
等
が
決
定

し
た
後
、
一
部
負
担
金
（
原
則
３
割
）
以
外
の

保
険
診
療
分
を
、
療
養
費
・
家
族
療
養
費
と

し
て
請
求
で
き
ま
す
。「
療
養
費
・
家
族
療
養

費
等
請
求
書
DL
」
に
医
療
機
関
等
の
証
明
を

受
け
た「
診
療
報
酬
領
収
済
証
明
書
DL
」（
注
）

を
添
付
し
て
本
事
業
団
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

注�　
「
領
収
書
」
の
原
本
と
「
診
療
報
酬
明

細
書
（
レ
セ
プ
ト
）」
の
写
し
で
も
可

積
立
貯
金

　

積
立
貯
金
に
加
入
し
て
い
る
人
が
継
続
資

格
取
得
し
た
と
き
は
、
自
動
的
に
一
時
留
保

（
中
断
）と
な
り
ま
す
。
新
た
な
加
入
者
番
号

が
決
ま
り
次
第
「
積
立
復
活
届
書
」
を
提
出

す
る
こ
と
で
、積
み
立
て
を
再
開
で
き
ま
す
。

（
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
又
は
「
事
務
の

手
引
」
７
９
０
〜
７
９
３
頁
参
照
）。

積
立
共
済
年
金
・
共
済
定
期
保
険

　

積
立
共
済
年
金
又
は
共
済
定
期
保
険
に
加

入
し
て
い
る
人
が
継
続
資
格
取
得
し
た
と
き

は
、
自
動
的
に
継
続
加
入
と
な
り
ま
す
（
手

続
き
不
要
）。
な
お
、
継
続
資
格
取
得
時
に

住
所
及
び
振
替
口
座
の
変
更
を
す
る
場
合
、

積
立
共
済
年
金
加
入
者
は
「
積
立
共
済
年
金

振
替
口
座
・
住
所
変
更
依
頼
書
」
を
、
共
済

定
期
保
険
加
入
者
は
「
共
済
定
期
保
険
事
業

振
替
口
座
・
住
所
・
電
話
番
号
変
更
申
出
書
」

を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

貸
付
け

⑴
一
般
、教
育
、結
婚
、災
害
、医
療・介
護
貸
付

　

住
宅
貸
付
以
外
の
貸
付
け
を
利
用
し
て
い

る
人
が
継
続
資
格
取
得
し
た
と
き
は
、
後
任

校
を
通
し
て
「
異
動
報
告
書
DL
」
を
提
出
す

る
こ
と
で
、引
き
続
き
定
期
償
還
が
で
き
ま
す
。

　

た
だ
し
、
前
任
校
で
退
職
手
当
等
が
支
給

さ
れ
る
と
き
は
、
退
職
手
当
等
の
範
囲
内
で

任
意
償
還
を
勧
め
て
く
だ
さ
い
。

⑵
住
宅
貸
付

　

住
宅
貸
付
を
利
用
し
て
い
る
人
に
前
任
校

か
ら
退
職
手
当
等
が
支
給
さ
れ
る
と
き
は
、

継
続
資
格
取
得
を
し
て
も
、
前
任
校
で
即
時

償
還
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
な
お
、
退

職
手
当
等
で
全
額
償
還
で
き
な
い
な
ど
の
場

合
、
次
の
と
お
り
手
続
き
を
し
て
く
だ
さ
い
。

①
前
任
校
の
手
続
き

イ�　

退
職
手
当
等
の
額
が
即
時
償
還
額
よ
り

も
少
な
い
と
き
は
、退
職
手
当
等
の
支
給
額

を
明
記
し
た
「
退
職
手
当
支
給
証
明
書
DL
」 

（
任
意
書
式
）
を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
本

事
業
団
か
ら
支
給
額
に
応
じ
た
即
時
償
還

額
の
通
知
等
を
送
付
し
ま
す
の
で
、
退
職

手
当
等
か
ら
償
還
額
を
控
除
し
て
学
校
法

人
等
が
払
い
込
ん
で
く
だ
さ
い
。

ロ�　

退
職
金
財
団
等
の
関
係
で
、
退
職
手
当

等
が
引
き
継
が
れ
る
と
き
は
本
事
業
団
に

相
談
し
て
く
だ
さ
い
。

ハ�　

そ
の
他
の
事
情
で
退
職
手
当
等
が
支
給

さ
れ
な
い
と
き
は
、「
退
職
手
当
不
支
給
理

由
書
」（
任
意
書
式
）を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

②
後
任
校
の
手
続
き

　

次
の
書
類
を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

◦「
異
動
報
告
書
DL
」

◦「
退
職
手
当
引
当
承
諾
書
DL
」

◦「
団
体
信
用
生
命
保
険
申
込
書
兼
告
知
書

　

�（
だ
ん
し
ん
告
知
書
）
DL
」（
団
体
信
用
生
命 

保
険
に
継
続
し
て
適
用
を
希
望
す
る
場
合
）

　
「
異
動
報
告
書
DL
」
の
受
付
後
、
即
時
償
還 

を
取
り
消
し
て
定
期
償
還
を
継
続
し
た
旨
を
通 

知
し
ま
す
。前
任
校
が「
資
格
喪
失
報
告
書
DL
」 

を
事
前
受
付
で
3
月
上
旬
ま
で
に
提
出
し
た

場
合
は
、
４
月
分
の
定
期
償
還
の
「
払
込
取
扱

票
」
を
個
別
に
作
成
し
送
付
し
ま
す
の
で
、
借

受
人
か
ら
償
還
額
を
預
か
り
、
後
任
校
が
払
い

込
ん
で
く
だ
さ
い
。
な
お
、
借
受
人
に
は
、
即

時
償
還
が
取
り
消
し
に
な
っ
た
旨
を
前
任
校 

に
連
絡
す
る
よ
う
、
説
明
し
て
く
だ
さ
い
。

　

詳
細
は
、
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
又
は

「
事
務
の
手
引
」
９
５
８
～
９
６
０
頁
を
参

照
し
て
く
だ
さ
い
。

 

加
入
者
証
等
が
届
く
前
に

 

保
険
診
療
を
受
け
る
と
き

�

資
格
課･

短
期
給
付
課

継
続
資
格
取
得
者
の
福
祉
事
業

�

保
健
課･

貸
付
課
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令和 3年 3月 1日　第 2 7 9 号

共
済
業
務

　

令
和
３
年
度
か
ら
加
入
者
向
広
報
「
共
済

だ
よ
り　

レ
タ
ー
」
は
、
加
入
者
全
員
へ
の

配
付
を
と
り
や
め
ま
す
。

加
入
者
等
へ
の
情
報
発
信
ツ
ー
ル
を

紙
媒
体
か
ら
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
へ

①�

平
成
28
年
度
及
び
令
和
元
年
度
に
実
施
し

た
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー

ト
調
査
の
結
果
、「
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
で
の
閲
覧
の
み
で
よ
い
」
と
い
う
意
見

が
多
く
寄
せ
ら
れ
ま
し
た
。

②�

ア
ン
ケ
ー
ト
の
結
果
を
踏
ま
え
、
学
校
法

人
等
か
ら
加
入
者
へ
配
付
す
る
負
担
の
軽

減
に
関
す
る
要
望
や
紙
の
使
用
量
の
削
減

な
ど
か
ら
も
、
今
年
度
か
ら
発
行
回
数
を

年
６
回
か
ら
４
回
に
縮
小
し
ま
し
た
。
ま

た
、
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
、
新
た

に
「
レ
タ
ー
デ
ジ
タ
ル
版
」
を
掲
載
し
て

い
ま
す
。

③�

３
年
度
か
ら
は
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
へ
「
レ

タ
ー
デ
ジ
タ
ル
版
」
の
掲
載
の
み
に
切
り

替
え
ま
す
。
ま
た
、
情
報
発
信
の
方
法
を

紙
媒
体
か
ら
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
比
重
を
移

し
、
今
後
は
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
充
実
を
図

る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

発
行
時
期

　

３
年
度
に
お
い
て
も
、
年
４
回
季
刊
誌
と

し
て
発
行
し
ま
す
。
発
行
時
期
は
、５
月（
春

号
）、
７
月
（
夏
号
）、
10
月
（
秋
号
）、
１

月
（
冬
号
）
で
す
。

送
付
方
法

　

学
校
法
人
等
に
は
、同
月
に
発
行
す
る「
月

報
私
学
」
に
１
部
同
封
し
て
送
付
す
る
予
定

で
す
。「
レ
タ
ー
」
が
届
き
ま
し
た
ら
、
加

入
者
に
対
し
、
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に

掲
載
さ
れ
て
い
る
「
レ
タ
ー
デ
ジ
タ
ル
版
」

を
閲
覧
す
る
よ
う
周
知
を
お
願
い
し
ま
す
。

　

ま
た
、
任
意
継
続
加
入
者
に
は
、
学
校
法

人
等
か
ら
の
周
知
の
対
応
が
で
き
な
い
た

め
、
従
来
ど
お
り
任
意
継
続
加
入
者
の
届
け

出
住
所
宛
て
に
送
付
し
ま
す
。

「
レ
タ
ー
デ
ジ
タ
ル
版
」
を
ご
覧
く
だ
さ
い

　

原
則
、
発
行
月
の
初
旬
に
私
学
共
済
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ〔
加
入
者
用
ペ
ー
ジ
〕に「
レ
タ
ー

デ
ジ
タ
ル
版
」
及
び
Ｐ
Ｄ
Ｆ
版
を
掲
載
し
ま

す
。「
レ
タ
ー
デ
ジ
タ
ル
版
」
は
、
私
学
共

済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
ト
ッ
プ
ペ
ー
ジ
に
あ
る

目
的
別
メ
ニ
ュ
ー
の
「
レ
タ
ー
」
の
ア
イ
コ

ン
を
ク
リ
ッ
ク
し
て
ロ
グ
イ
ン
し
て
く
だ
さ

い
。
加
入
者
用
ペ
ー
ジ
に
ロ
グ
イ
ン
す
る
際

の
ユ
ー
ザ
ー
名
と
パ
ス
ワ
ー
ド
は
、「
私
学

共
済
ブ
ッ
ク
２
０
２
０
・
２
０
２
１
〔
保
健
・

宿
泊
編
〕」
61
頁
及
び
「
レ
タ
ー
」
に
掲
載

し
て
い
ま
す
。

　

共
済
定
期
保
険
の
学
校
加
入
コ
ー
ス
は
、

学
校
法
人
等
の
福
利
厚
生
制
度
と
し
て
活
用

で
き
る
お
す
す
め
の
制
度
で
す
。
ぜ
ひ
加
入

を
検
討
し
て
く
だ
さ
い
。

学
校
加
入
コ
ー
ス
と
は

　

学
校
法
人
等
に
所
属
す
る
加
入
者
が
、
業

務
中
、
業
務
外
を
問
わ
ず
病
気
や
不
慮
の
事

故
に
よ
る
死
亡
又
は
高
度
障
害
と
な
っ
た
場

合
に
備
え
、
24
時
間
保
障
す
る
制
度
で
す
。

　

学
校
法
人
等
が
保
険
料
を
負
担
し
、
死
亡

保
険
金
は
弔
慰
金
・
死
亡
退
職
金
等
と
し
て

加
入
者
の
遺
族
に
、
高
度
障
害
保
険
金
は
加

入
者
本
人
へ
直
接
支
払
わ
れ
ま
す
。

保
険
料

◦�

原
則
と
し
て
全
額
損
金
と
し
て
処
理
で
き

ま
す
。

◦�

個
人
加
入
の
コ
ー
ス
で
あ
る
「
家
族
年
金

コ
ー
ス
」と
同
一
契
約
で
行
わ
れ
る
た
め
、

ス
ケ
ー
ル
メ
リ
ッ
ト
が
得
ら
れ
ま
す
。

◦�

収
支
決
算
を
１
年
ご
と
に
行
い
、
剰
余
金

が
生
じ
た
場
合
は
、
配
当
金
を
登
録
口
座

へ
振
り
込
み
ま
す
（
令
和
元
年
度
配
当
率

約
47
・
90
％
）。

◦�

１
年
更
新
の
団
体
保
険
で
あ
る
た
め
、
毎

年
保
険
料
及
び
保
障
額
を
見
直
す
こ
と
が

で
き
ま
す
。

保
障
額

◦
10
万
円
か
ら
３
０
０
万
円
の
10
種
類
の
中

か
ら
選
択
で
き
ま
す
。

◦
全
員
一
律
又
は
勤
務
年
数
や
年
齢
等
に
よ

り
、
加
入
者
別
に
保
障
額
を
設
定
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。

加
入
申
込
審
査

　

医
師
等
に
よ
る
審
査
は
な
く
、
加
入
資
格

（
告
知
内
容
）
に
該
当
す
れ
ば
申
し
込
み
が

で
き
、
申
し
出
の
な
い
限
り
自
動
更
新
と
な

り
ま
す
。

加
入
申
込
期
間

　

令
和
３
年
10
月
１
日
加
入
分
の
申
し
込
み

期
間
（
前
期
募
集
）
は
、
３
年
６
月
１
日
〜

30
日
で
す
。

※�

制
度
の
詳
細
は
、
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
〔
福
祉
事
業
▼
積
立
共
済
年
金
制
度
・

共
済
定
期
保
険
事
業
〕
又
は
３
年
５
月
下

旬
に
発
送
す
る
前
期
募
集
パ
ン
フ
レ
ッ
ト

を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

加
入
者
向
広
報
「
共
済
だ
よ
り　
レ
タ
ー
」
は

令
和
３
年
度
か
ら
刊
行
を
縮
小
し
ま
す

広
報
相
談
セ
ン
タ
ー　

広
報
班

共
済
定
期
保
険
前
期
募
集
の
ご
案
内（
学
校
加
入
コ
ー
ス
）

福
祉
部　

保
健
課
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共
済
業
務

　

年
金
を
受
け
る
権
利
は
、
請
求
手
続
き
を

し
な
い
ま
ま
受
給
権
が
発
生
し
た
日
の
翌
日

か
ら
原
則
と
し
て
５
年
を
経
過
す
る
と
、
時

効
に
よ
り
消
滅
し
ま
す
。

　

５
年
を
経
過
し
て
か
ら
の
年
金
請
求
に

な
っ
て
し
ま
っ
た
場
合
に
は
、
時
効
完
成
前

（
５
年
以
内
）に
請
求
手
続
き
が
で
き
な
か
っ

た
理
由
を
書
い
た
申
立
書
を
請
求
書
に
添
付

し
て
く
だ
さ
い
。申
立
書
の
内
容
を
審
査
し
、

　

加
入
者
証
等
は
、
加
入
者
や
被
扶
養
者
に

１
人
１
枚
交
付
し
て
い
ま
す
。
次
の
事
由
に

該
当
し
た
場
合
は
、
交
付
し
て
い
る
加
入
者

証
等
は
無
効
と
な
り
ま
す
の
で
、
私
学
事
業

団
に
必
ず
返
納
し
て
く
だ
さ
い
。

　

送
付
状
な
ど
は
不
要
で
す
。
加
入
者
証
等

の
み
返
納
し
て
く
だ
さ
い
。

●
加
入
者
証
等
を
返
納
す
る
主
な
事
由

①�

加
入
者
が
退
職
（
資
格
喪
失
）
し
た
と
き

　
（
継
続
資
格
取
得
し
た
場
合
も
含
み
ま
す
）

②
所
属
学
校
を
変
更
し
た
と
き

③�

氏
名
を
変
更
・
訂
正
し
た
と
き
や
生
年
月

日
・
性
別
を
訂
正
し
た
と
き

④
被
扶
養
者
の
取
り
消
し
を
し
た
と
き

⑤
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
該
当
し
た
場
合

◦
75
歳
に
到
達
し
た
と
き

◦
65
歳
以
上
75
歳
未
満
で
、一
定
の
障
害
状
態

に
あ
る
と
広
域
連
合
に
認
定
さ
れ
た
と
き

　

本
事
業
団
で
は
、
加
入
者
証
等
の
回
収
記

録
を
個
別
に
管
理
し
、
返
納
事
由
に
該
当
し

た
と
き
は
回
収
が
確
認
さ
れ
る
ま
で
督
促
を

行
い
、
回
収
強
化
に
努
め
て
い
ま
す
。

　

無
効
と
な
っ
た
加
入
者
証
等
を
使
用
し
て

保
険
診
療
等
を
受
け
る
と
、
後
日
、
医
療
費

等
を
返
還
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
の
で
、
注

意
し
て
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
紛
失
等
に
よ
り
加
入
者
証
等
が
返

納
で
き
な
い
場
合
は
、「
加
入
者
証
等
返
納

不
能
届
書
DL
」
を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

　

令
和
２
年
10
月
か
ら
「
団
体
信
用
生
命
保

険　

申
込
書
兼
告
知
書
」
は
新
用
紙
に
変
更

し
て
い
ま
す
。
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ�

〔
様
式
用
紙
等
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
〕
か
ら
ダ
ウ
ン

ロ
ー
ド
で
き
ま
す
の
で
利
用
し
て
く
だ
さ
い
。

　

ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
し
た
用
紙
は
、
原
本
１
枚

を
私
学
事
業
団
に
提
出
し
て
い
た
だ
き
、
写

し
を
控
え
と
し
て
必
ず
手
元
に
保
管
し
て
く

だ
さ
い
。

　

な
お
、
旧
用
紙
の
使
用
期
限
は
、
３
年
３

月
15
日
受
付
分
ま
で
と
な
り
ま
す
の
で
、
注

意
し
て
く
だ
さ
い
。

　

令
和
２
年
度
第
２
回
私
学
共
済
事
務
担
当

者
連
絡
会
は
中
止
と
な
り
ま
し
た
。
テ
キ
ス

ト
及
び
専
用
の
請
求
フ
ォ
ー
ム
は
、
私
学
共

済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
〔
事
務
担
当
者
用
ペ
ー
ジ

▼
私
学
共
済
制
度
の
刊
行
物
▼
事
務
担
当
者

連
絡
会
テ
キ
ス
ト
〕
に
掲
載
し
ま
し
た
の
で

ご
覧
く
だ
さ
い
。

　

テ
キ
ス
ト
の
送
付
を
希
望
す
る
場
合
は
、

専
用
の
請
求
フ
ォ
ー
ム
を
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド

し
、
必
要
事
項
を
記
入
の
う
え
Ｆ
Ａ
Ｘ
に
て

請
求
し
て
く
だ
さ
い
。

●
Ｆ
Ａ
Ｘ　

０
３
（
３
８
１
３
）
１
０
８
１

年
金
の
時
効
に
注
意
し
ま
し
ょ
う

年
金
請
求
の
時
効
は
５
年
で
す

年
金
部

無
効
の
加
入
者
証
等
の

回
収
と
返
納
の
お
願
い

業
務
部
　
資
格
課

住
宅
貸
付
の「
だ
ん
し
ん
告
知
書
」

は
新
用
紙
を
使
用
し
て
く
だ
さ
い

福
祉
部
　
貸
付
課

事
務
担
当
者
連
絡
会
テ
キ
ス
ト
を

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
ま
し
た

広
報
相
談
セ
ン
タ
ー
　
相
談
班

や
む
を
得
な
い
理
由
で
あ
っ
た
こ
と
が
認
め

ら
れ
た
場
合
に
は
、
年
金
の
決
定
を
行
う
取

り
扱
い
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

た
だ
し
、
こ
の
場
合
で
も
、
年
金
の
支
払

い
は
請
求
時
点
か
ら
５
年
間
し
か
遡
る
こ
と

が
で
き
ま
せ
ん
。
年
金
の
受
給
権
を
時
効
に

よ
り
消
滅
さ
せ
な
い
た
め
に
も
、
請
求
時
期

を
確
認
し
、
時
効
完
成
前
に
請
求
手
続
き
を

し
て
く
だ
さ
い
。

〔参考〕老齢・退職の年金の受給要件
●老齢厚生年金
　�平成27年10月以降に、①〜③の要件をすべて満たした時点で受給権が発生しま
す（平成27年９月までの間に退職共済年金の受給権が発生する場合は除きます）。

特別支給 本来支給
① 支給開始年齢（※１）に達していること 65歳に達していること
② 厚生年金（私学、一般、公務員）の
加入期間の合計が１年以上あること

１か月以上の厚生年金（私学共済）
の加入期間があること

③ 受給資格期間を満たしていること（※２）

●退職共済年金
　�平成27年９月以前に、①～③の要件をすべて満たした時点で受給権が発生します。

特別支給 本来支給
① 支給開始年齢（※１）に達していること 65歳に達していること
② 私学共済の加入者期間が１年以上あ
ること

私学共済の加入者期間が１か月以上
（在職中の場合は１年以上）あること

③ 受給資格期間を満たしていること（※２）
　 ※１支給開始年齢（特別支給）

生年月日 年齢
昭和28年４月１日以前 60歳
昭和28年４月２日～30年４月１日 61歳
昭和30年４月２日～32年４月１日 62歳
昭和32年４月２日～34年４月１日 63歳
昭和34年４月２日～36年４月１日 64歳
昭和36年４月２日以後（特別支給はありません） 65歳

　 ※２�老齢・退職の年金を受けるために必要な受給資格期間は、平成29年８
月に原則25年から10年に短縮されました。

●退職年金（新３階年金）
　�平成27年10月以降の加入者期間を有している人が、①～③の要件をすべて満た
した時点で受給権が発生します。
① 65歳以上であること
② 引き続く私学共済制度の加入者期間が１年以上あること
③ 退職していること（70歳みなし退職を含みます）



１日（月） 掛金等  １月分納期限

２日（火） 貸付  送金

６日（土） 貸付  ２月分定期償還期限

10日（水） 貯金  払込期限（必着）

15日（月） 貸付  4月2日送金申し込み・任意償還申出締め切り

22日（月）
貯金  送金
貸付  送金

25日（木）
貯金  払戻・解約請求締め切り
積立共済年金  脱退申出等締め切り

29日（月）
掛金等  ２月分掛金等口座振替（自振校のみ）
貸付  ３月分定期償還口座振替（自振校のみ）

31日（水）
貸付  ４月22日送金申し込み締め切り
掛金等  ２月分納期限

月の共済業務スケジュール3

２日（金） 貸付  送金

６日（火） 貸付  ３月分定期償還期限

９日（金） 貯金  払込期限（必着）

15日（木） 貸付  5月6日送金申し込み・任意償還申出締め切り

月の共済業務スケジュール4

共済業務

共済事業本部
〒113 - 8441　東京都文京区湯島1-7-5
☎03（3813）5321（代表）
電話照会の際は、学校記号番号、加入者番号が
確認できるものをお手元にご用意ください。

　令和３年３月１日から、３月31日退職者及び４月１日
採用予定者の届け出の事前受付を実施しています。加入
者証等は処理（決定）後に順次発送します。ただし、継
続資格取得者については、前任校の資格喪失が確認でき
るまで保留となります。
決定日：受け付けから８〜10日後の火・金曜日
加入者証等の発送：決定日から３日後
・�書類提出から約２週間は、処理状況に関する照会を控
えてくださるよう、ご理解とご協力をお願いします。
・�３月中に加入者証等が学校法人等に届いた場合でも、
４月１日以後に該当者へ渡してください。また、任意
継続加入者証等は、申出書記載の加入者住所あてに送
付します。３月中に届いた場合も４月１日から使用す
るようご案内ください。
・�例年、取得時報酬の訂正が多くなっています。誤りの
ないよう確認のうえ提出をお願いします。事前受付で処
理した内容を訂正できるのは４月１日以後となります。
・�詳しくは、私学共済ホームページ〔きょうさいトピッ
クス〕又は本誌２月号をご覧ください。
� 【業務部　資格課】

　令和３年４月からの任意継続加入者にかかる標準報酬
月額の上限額は、380,000円となります。
　なお、３年度の「任意継続掛金早見表」は３月上旬に
送付する予定です。� 【業務部　資格課・掛金課】

　令和２年度配当金の送金は６月下旬の予定です。２年
10月１日現在の共済定期保険加入者に配当します。現在
届け出ている指定金融機関（保険料振替口座）の口座解
約や改姓による名義変更又は金融機関の統廃合による支
店名や口座番号の変更がある場合は、４月９日（金）ま
でに「共済定期保険事業 振替口座・住所・電話番号変更
申出書」を提出してください。期限までに変更申出書の
提出がされないと、配当金の送金が遅れる場合がありま
すので、速やかに届け出てください。�【福祉部　保健課】

令和３年度の任意継続加入者にかかる
標準報酬月額の上限額

共済定期保険の配当金の送金

　令和２年７月に学校法人等から加入者に配付した被扶
養者の「特定健康診査受診券」の有効期限は、３年３月
31日（水）です。被扶養者の健康管理のため、被扶養
者へ受診勧奨するよう、加入者に対して呼びかけをお願
いします。
　私学共済ホームページ〔福祉事業▶特定健康診査・特
定保健指導▶特定健診・保健指導機関（病院）一覧〕に
特定健診機関（病院）一覧を掲載していますのでご利用
ください。� 【福祉部　保健課】

　令和３年４月１日受診分から毎年度１回の補助、上限
額２万円に見直しを行います。詳細は、私学共済ホーム
ページ〔福祉事業▶健康管理に役立つ▶人間ドックの利
用費用補助〕をご覧ください。� 【福祉部　保健課】

人間ドック利用費用補助事業の見直し

資格取得・資格喪失報告書の事前受付
特定健康診査受診券の有効期限は
３月31日です

　共済事業本部へのお問い合わせが多い時期のため、
電話がつながりにくい状態となっています。特に月
曜日や午前中は大変混雑しており、ご迷惑をおかけ
しますが、ご了承ください。ガーデンパレス共済業
務課も併せて利用してください。

私学事業団ホームページ　https://www.shigaku.go.jp/
助成業務　https://www.shigaku.go.jp/s_home.htm
共済業務　https://www.shigakukyosai.jp/（私学共済ホームページ）
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（「月報私学」はホームページにも掲載しています）

　貸付残高のある全学校法人に対し、令和３年３月31日
現在の貸付金残高証明書１部を４月下旬から５月上旬に
送付する予定です。発行願を提出する必要はありません。
　ただし、以下の①又は②に該当する場合は、学校法人
番号・法人名・使用目的・証明年月日・必要部数を明記
し、契約証書に使用した理事長印を押印した「残高証明
書の発行願」（A４判任意様式）と「返信用封筒（長３
定型で切手を貼付したもの）」を同封のうえ、提出して
ください。
①　年度末現在の残高証明書を２部以上必要とする場合
②�　年度末現在以外の時点での残高証明書を必要とする
場合
　なお、２年度末時点において残高がない場合には、残
高証明書を発行しませんので、ご了承ください。

〔会計監査人への残高証明書の発行〕
　会計監査人宛ての残高証明書は、私学事業団から直接
監査人に発行します。必要とされる学校法人は、残高証
明書発行願に当たる「確認依頼状」（公認会計士協会所
定様式）と送付先の監査人の住所・名称（氏名）を明記
した「返信用封筒（表書に『学校法人○○学園監査資料』・
『学校法人番号』を併記し、切手を貼付したもの）」を提
出してください。返信用封筒サイズは長３定型でお願い
します。
　なお、発行時期は５月上旬となりますので、ご了承く
ださい。
　　　　　　　　　 【融資部　融資課】
� ☎03（3230）7871〜7873 　　　
� Ｅメール　yushi@shigaku.go.jp

　助成業務の貸付金にかかる元金・利息の償還について
は、契約締結後に送付した「償還年次表」及び令和３年
２月下旬に送付した「貸付金返済期日のご案内（払込通
知書）」を参照のうえ、払込指定期日までに私学事業団
指定口座に入金してください。
　払込指定期日を過ぎますと、その翌日から支払日（本
事業団の口座に入金された日）までの期間について、延
滞金が発生しますのでご注意ください。

助成業務貸付金残高証明書の発行

助成業務の貸付金にかかる償還のご案内
（令和３年３月分）

私学振興事業本部
〒102 - 8145
東京都千代田区富士見1-10-12
☎03（3230）1321（代表）

助成業務
　また、償還金の振り込みに当たっては、次の点に留意
してください。
①�　「貸付金返済期日のご案内（払込通知書）」の「振込
依頼書」を使用し、「電信扱い」にしてください。
②�　インターネットバンキング等を利用する場合は、「振
込依頼書」に記載の法人番号と法人名を通信欄に入力
して、お振り込みください。
③�　償還金は、設置学校ごとに分割して振り込まず、必
ず「学校法人単位」で一括してお振り込みください。
※�私学事業団ホームページ〔助成業務のご案内▶融資▶
貸付金にかかるご返済について（令和３年３月分）〕
も併せてご覧ください。

　　　　　　　　【融資部　融資課】
� ☎03（3230）7871〜7873　　　　　
� Ｅメール　yushi@shigaku.go.jp  　

　令和２年度学校法人基礎調査にご協力いただいた高等
学校・中等教育学校・中学校・小学校を設置する学校法
人に、令和２年度版『今日の私学財政（高等学校・中学
校・小学校編）』（CD-ROM）を２月末に送付しました。
　財務分析など学校経営の参考としてご活用ください。

　　　　　� 【私学経営情報センター　私学情報室】
� ☎03（3230）7846～7848　　　　　
　　　� Ｅメール　center@shigaku.go.jp　

　私学事業団九段事務所１階の「私学情報資料室」では
大学・短期大学法人の規程集などを学校法人のご協力に
より収集し、経営相談業務に活用させていただいています。
　また、各学校法人の相互利用の観点から、規程の改正
などの参考として学校法人の役職員を対象に閲覧に供し
ていますので、ご活用ください。

　　　　　� 【私学経営情報センター　私学情報室】
� ☎03（3230）7846～7848　　　　　
　　　� Ｅメール　center@shigaku.go.jp　

令和２年度版『今日の私学財政（高等学校・
中学校・小学校編）』を送付しました

「私学情報資料室」のご案内
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校舎や園舎、体育館など耐震化はお済みですか？
旧耐震基準で建設された校舎・園舎の建て替え事業（耐
震改築）や、防災（耐震）機能強化の補助金対象となっ
た改修事業（耐震改修）に、私学事業団の融資をご利用
いただくと、一定の要件を満たした場合、国の利子助成
が受けられます。
利子助成は二つのパターンがあります。

耐震化以外の校舎、園舎などの建築や土地の購入、機器
備品の購入なども融資の対象となります。施設設備の整
備計画の際にぜひ事業団資金の活用をご検討ください。

※�事業を行う学校の種類や事業内容により、利子助成の対象になるか、ま
たどちらのパターンになるかが決まります。

※�融資金利が0.5％以下の場合、パターン①の４年目以降、パターン②の
全借入期間の利子助成は行われません。

※�返済期間が20年を超える場合の利子助成率はイメージ図と異なります。
詳しくはお問い合わせください。

問い合わせ先（私学振興事業本部）

■主な事業と融資金利（令和３年２月現在）

主な事業内容
返済期間（据置年数含む）

30年以内 20年以内 10年以内 ６年以内

校（園）舎などの
建築・用地取得

年％ 年％ 年％ 年％

0.90 0.60 0.308 0.402
寄宿舎などの
建築・用地取得 1.00 0.70 0.408 ―

園バスや備品
などの購入 ― ― 0.308

（5.5年以内）

0.301
※�返済期間が30年以内（21年以上）の融資は、1貸付契約当たりの融資額が
10億円以上の場合にご利用いただけます。また、木造建築については、対
象となりません。
※�金利は毎月見直しています。なお、金利は融資契約時点の金利が適用され、
償還完了までの固定金利となります。

≪利子助成率≫
３年間：融資金利と同率
４年目以降：融資金利－0.5%

法人負担分

融資金利

期間
４年目 （最大20年間）

【利子助成】

金利

パターン①

≪利子助成率≫
1〜20年目

融資金利－0.5%金利

融資金利

期間
（最大20年間）

【利子助成】

法人負担分

パターン②

〔イメージ図：返済期間 年の場合〕

融資部融資課　☎03（3230）7862～7868
Ｅメール　yushi@shigaku.go.jp

融資事業のご案内 詳細は私学事業団ホームページをご覧ください
https://www.shigaku.go.jp/s_yushi_menu.htm

最大５名様まで利用できる定額料金の大変お得なプランです。
料金を追加すると施設内にある「和食」「洋食」がご提供で
きるレストラン「コルヌス」でゆったりとした時間を過ごせ
ます。仙台へ訪れる際は、仙台駅から徒歩３分とアクセスが
良い仙台ガーデンパレスをぜひご利用ください。

素泊まり（２～５名１室）15,500円～
取扱期間：通年（年末年始・ホテル指定繁忙日を除
きます）
※朝食は別途1名につき1,350円で承ります。
　�新型コロナウイルス感染予防のため、1名ごとの
定食スタイルとなります。

和室格安プラン 左：和室　右上：レストラン「コルヌス」　右下：外観

宿泊施設のご案内

月報私学　3月号（VOL.279）令和3年3月1日発行
編集・発行　日本私立学校振興・共済事業団　〒102-8145　東京都千代田区富士見1-10-12　☎03（3230）7809～7811（企画室）

（禁無断転載）　

GoToトラベルの適用については、
ホームページ（しがくのやど）等で確認してください。

〒983-0852　宮城県仙台市宮城野区榴岡4-1-5　☎022（299）6211（代表）
JR「仙台」駅東口から徒歩３分又は地下鉄東西線「宮城野通」駅北１出口から徒歩１分
https://www.hotelgp-sendai.com/




